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未来の子供たちのために
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第1章 地震/津波の多い国に生きること

1. 地震の脅威

2. 「分散」、「自律」、「協調」の必要性
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(出典：ｱﾒﾘｶ全国地球物理ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ ｳｪﾌﾞｻｲﾄよりes (ｲｰｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ) 分析)

その他：96回(約76.9%)

日本：17回 (約14％)

ｲﾝﾄﾞ：4回 (約3.3％)

EU：0回

米国：4回 (約3.3％)

中国：3回 (約2.5％)

1.1. ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ7以上の地震 (2000年～現在)

過去約11年間に発生したﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ7以上の地震のうち、約14％が日本で発生している。

(0％)
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1.2. 人口密度

日本の人口密度は、342人/km2と世界平均の50人/km2と比較して約7倍もあり、地震が発生した
場合のﾘｽｸは高い。

(出典：総務省統計局ｳｪﾌﾞｻｲﾄ「世界の統計2011」、EUｳｪﾌﾞｻｲﾄよりes分析)
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1.3. 地震の脅威

日本の地震の脅威は、ｲﾝﾄﾞの約4倍、中国の約14倍、米国の約45倍、EUの∞倍と圧倒的に高い。

(出典：総務省統計局ｳｪﾌﾞｻｲﾄ、ｱﾒﾘｶ全国地球物理ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ ｳｪﾌﾞｻｲﾄよりes分析)
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2.1. 「分散化」

日本においては、都市の「分散化」を図り、地震の脅威を「分散」することが考えられる。
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都市の人口集中

都市の「分散化」

(出典：総務省統計局ｳｪﾌﾞｻｲﾄ「日本の統計2011」よりes分析)

地震の脅威の「分散」
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2.2. 「自律化」

また、都市の「自律化」のため、交通、医療、物資・食料等のﾚｲﾔｰ(層)毎の機能が充実し、各々のﾚｲ
ﾔｰが連系・自律する必要がある。

緑・水資源

建物・住居

医療

安心・安全

情報通信

・各ﾚｲﾔｰの情報集約・管理に
よる都市機能の効率化

・ｾｷｭﾘﾃｨ管理等による
安心・安全の向上

・食料自給率向上等による
独立ﾗｲﾌﾗｲﾝ化

・医療ﾈｯﾄﾜｰｸ化による
健康増進、救命

・次世代自動車やITSに
よる移動の利便性向上

・ｽﾏｰﾄﾊｳｽ等による快適
かつ省ｴﾈな生活

・電気/ｶﾞｽ/石油の効率提供
と災害時のｴﾈﾙｷﾞｰ供給

・ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ防止、
災害時の水確保

・安心・安全な自然環境保護

都市に必要なﾚｲﾔｰ(層)

自然環境

環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ

交通

物資・食料

第1章 地震/津波の多い国に生きること



8Copyright © 2011 e-solutions All Rights Reserved.
STRICTLY CONFIDENTIAL

20110429 東日本大震災復興に向けて（Ver.1）
複合的被害と創造的復興の一考察 SCP000-01

2.3. 「協調化」(ﾈｯﾄﾜｰｸ化)

自律しながらも各地域に分散している都市に必要なﾚｲﾔｰ(層)を連係させて、協調化を図る。

各ﾚｲﾔｰ(層)にて「協調」

ﾈｯﾄﾜｰｸ化による「協調化」
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50Hzｴﾘｱ

2.3.1. 「協調化」： 環境・ｴﾈﾙｷﾞｰﾚｲﾔｰ (1例)

例えば環境・ｴﾈﾙｷﾞｰのﾚｲﾔｰ(層)に関しては、周波数50Ｈｚ-60Ｈｚの違いを将来的に連係可能とし、
災害時に融通可能とすることも考えられる。

■ 50Hzと60Hzの連系を可能とし、

非常時での電力に関する「協調」

を実現する

電力機能不全時
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医療ﾚｲﾔｰ(層)では、医療のﾈｯﾄﾜｰｸ化により、災害時でも① 医師、看護師等、② 医療資材、③ 医
療情報を送り、早期対応が可能となる。

■ 医療ﾚｲﾔｰの協調(ﾈｯﾄﾜｰｸ化)に

より、災害時に、

① 医師、看護師等
② 医療資材
③ 医療情報

についてやり取りし、早期対応が

可能となる

災害時

2.3.2. 「協調化」： 医療ﾚｲﾔｰ(1例)

医療ﾈｯﾄﾜｰｸ化 ① 医師、看護師等

② 薬品等の医療資材

③ 医療情報
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第2章 日本の「現」課題は未解決のままであること

1. 財政危機
2. 「ｼﾞｬﾊﾟﾝｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ」
3. 高齢化
4. 産業の国際競争力低下：「ｶﾞﾗﾊﾟｺﾞｽ化」
5. 低いｴﾈﾙｷﾞｰ自給率

6. 低い食料自給率
7. 新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対策
8. 危機管理体制の不備
9. 医療分野の体制・現場の不備
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1.1. 財政危機

長期債務残高比率(対GDP)は、財政危機といわれるｷﾞﾘｼｬ、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙなどと比較しても既に高い。

(出典：The Economist(http://www.economist.com/content/global_debt_clock)、
朝日新聞(2011/4/7 http://www.asahi.com/business/update/0407/TKY201104070079.html) ｳｪﾌﾞｻｲﾄよりes分析)
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2.1. 生産年齢人口の減少

(出典：World Bank 「World Population Prospects」 (2008 Revision))
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2.2. 「ｼﾞｬﾊﾟﾝｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ」の課題のﾒｶﾆｽﾞﾑ

日本は「①人口減少」→「②経済低迷」→「③収入減少」→「④少子化」が連鎖する「ｼﾞｬﾊﾟﾝｼﾝﾄﾞﾛｰ
ﾑ」に陥っている。

②経済低迷

③収入減少

④少子化

人口減少

①人口減少

「負のｽﾊﾟｲﾗﾙ」

経済成長の停滞、

②経済低迷

経済活動の中心である生産年
齢人口が減少し、

③収入減少

④少子化

①人口減少

「ｼﾞｬﾊﾟﾝｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ」

出生数が減少、

労働者の収入が減少、

第2章 日本の「現」課題は未解決のままであること
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3.1. 増加する高齢者

高齢者(65歳以上)の人口は、2010年に約2,900万人、2030年に約3,700万人まで増加すると予測さ
れる。

(出典：2009年度 総務省 人口推計実績値 および 2005年度 推計値)
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3.2. 高齢化が抱える課題 （1例）

高齢化に伴い、様々な課題が見えてきている。

買物弱者の増加

孤独死の増加

交通弱者の増加

慢性疾患の増加

医療崩壊

要介護者の増加

労働機会の不足

高齢者高齢者

健康な高齢者健康な高齢者

疾患を持つ高齢者疾患を持つ高齢者

重病・予後の高齢者重病・予後の高齢者

ｺﾐｭﾆﾃｨの希薄化

都市圏の高齢化共通共通

対象 課題 （1例） 関連情報

全国で約600万人いると推計(経済産業省)

鉄道各社、乗合ﾊﾞｽ、空港へ指導(運輸省)

後期高齢者医療制度の開始

60歳を超えると6人に1人が糖尿病

65歳以上の全年齢で50%以上が健康

年間32,000人が孤独死
2030年には全世帯の25%が単身世帯に

1都3県で今後20年間に270万人増加

要介護認定者は約370万人(2010年 厚生労働省)

高齢者は1日の74%を自宅で過ごす
15分圏内に親族が住む高齢者は4割以下

第2章 日本の「現」課題は未解決のままであること
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4.1. 世界への事業展開力不足

(出典： 経済産業省産業競争力部会「日本の産業を巡る現状と課題」よりes分析)
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世
界
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1989 1991 1993 1995 1997 1999 2001 2003 2005 2007

DRAMﾒﾓﾘ

液晶ﾊﾟﾈﾙ DVDﾌﾟﾚｰﾔｰ

太陽光発電ｾﾙ

ｶｰﾅﾋﾞ

これまで日本は、DRAM、液晶ﾊﾟﾈﾙ、DVDﾌﾟﾚｲﾔｰなど初期に優位性を保持しつつも、世界企業に
ｼｪｱを取られている現象がみられる。

第2章 日本の「現」課題は未解決のままであること
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日本のｴﾈﾙｷﾞｰは化石燃料に多く依存しており、情勢不安定の中東からの輸入に依存している。

日本のｴﾈﾙｷﾞｰ消費割合(2008年)

(出典：資源ｴﾈﾙｷﾞｰ庁 ｳｪﾌﾞｻｲﾄ、時事通信社 ｳｪﾌﾞｻｲﾄよりes分析)

化石燃料：84%

石油：42%

石炭：23%

天然ｶﾞｽ：19%

原子力：10%

新ｴﾈﾙｷﾞｰ・地熱：3%

水力：3%

日本の国別原油輸入比率

5.1. 低いｴﾈﾙｷﾞｰ自給率： 化石燃料依存と中東依存

ｶﾀｰﾙ：12%

ﾛｼｱ：4%
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ：2%

その他：6%

中東比率：88%

ｱﾗﾌﾞ首長国連邦：
21%

ﾃﾞﾓが懸念される国

ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ：30%

ｲﾗｸ：2%

ｲﾗﾝ：12%

ｵﾏｰﾝ：3%

ｸｳｪｰﾄ： 8%

第2章 日本の「現」課題は未解決のままであること
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5.2. 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの活用

中東の情勢不安や投機ﾏﾈｰによる原油高にできるだけ左右されないように、再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰを
活用することが考えられる。

太陽ｴﾈﾙｷﾞｰ太陽ｴﾈﾙｷﾞｰ 水力水力 風力風力 ﾊﾞｲｵﾏｽﾊﾞｲｵﾏｽ 地熱地熱

潮力・波力潮力・波力

(出典：ｼｬｰﾌﾟ、日立製作所、環境省他よりes分析)

住宅用太陽光発電

大規模太陽光発電

太陽熱発電

小水力発電

小水力発電

ｳｲﾝﾄﾞﾌｧｰﾑ

洋上風力発電

ﾊﾞｲｵﾏｽ発電

ﾒﾀﾝ発酵発電

潮力発電

地熱発電

第2章 日本の「現」課題は未解決のままであること
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6.1. 低い食料自給率

日本の食料自給率は、この40年ほど低下の一途をたどっており、例えばｶﾛﾘｰﾍﾞｰｽで見た場合、
現在40%程度となっている。

(出典：農林水産省ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞよりes分析)

食料自給率
(生産額ﾍﾞｰｽ)

主食用穀物自給率
(重量ﾍﾞｰｽ)

食料自給率
(ｶﾛﾘｰﾍﾞｰｽ)

穀物自給率
(重量ﾍﾞｰｽ)

66% (2006)

60% (2006)

28% (2006)

40% (2006)

1960年 1965年 1970年 1975年 1980年 1985年

(%)
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低下傾向
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(出典：京都大学 農学研究科博士論文研究ﾃﾞｰﾀ、ｴｺﾛｼﾞｰｼﾝﾌｫﾆｰwebｻｲﾄよりes分析)

砂漠化等による農耕地面積の減少

(出典： ｴｺﾉﾐｽﾄ 2009年3月31日よりes分析)

世界における農地争奪の進行と日本の取り組み不足

(出典：農林金融2008年2月 「中国野菜安全性確保の取組実態」、
JETRO貿易統計ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽよりes分析)

残留農薬による困難な食糧確保： ﾎｳﾚﾝ草の事例 家畜感染症による困難な食料確保： BSEの事例

内容違反及び監視強化品目時期

基準値の2-4倍を超える殺虫
剤を検出。積み戻し

冷凍ﾋﾟｰﾏﾝ、冷凍ﾊﾟﾌﾟﾘｶ2007年5月

ｱﾒﾘｶで有機化合物の混入した
ﾍﾟｯﾄﾌｰﾄﾞを食べた犬や猫が多
数死亡

ﾍﾟｯﾄﾌｰﾄﾞ2007年5月

抗菌剤・ｶﾋﾞ毒を検出。廃棄ｽｯﾎﾟﾝ2004年12月

発ｶﾞﾝ性を有するｶﾋﾞ毒を検出。ｿﾊﾞ2005年10月

基準値の4倍以上の農薬検出ﾆﾝﾆｸの芽2006年8月

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱで中国製菓子7品目
からﾎﾙﾏﾘﾝが検出

菓子2007年7月

基準値の3倍を超える殺虫剤
を検出。積み戻し

冷凍ﾁﾝｹﾞﾝｻｲ2004年7月

抗生物質を検出。EUでも禁止
措置

ﾊﾁﾐﾂ2002年4月

基準値超える農薬が検出さ
れ販売停止

冷凍ﾎｳﾚﾝｿｳ2002年3月

内容違反及び監視強化品目時期

基準値の2-4倍を超える殺虫
剤を検出。積み戻し

冷凍ﾋﾟｰﾏﾝ、冷凍ﾊﾟﾌﾟﾘｶ2007年5月

ｱﾒﾘｶで有機化合物の混入した
ﾍﾟｯﾄﾌｰﾄﾞを食べた犬や猫が多
数死亡

ﾍﾟｯﾄﾌｰﾄﾞ2007年5月

抗菌剤・ｶﾋﾞ毒を検出。廃棄ｽｯﾎﾟﾝ2004年12月

発ｶﾞﾝ性を有するｶﾋﾞ毒を検出。ｿﾊﾞ2005年10月

基準値の4倍以上の農薬検出ﾆﾝﾆｸの芽2006年8月

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱで中国製菓子7品目
からﾎﾙﾏﾘﾝが検出

菓子2007年7月

基準値の3倍を超える殺虫剤
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冷凍ﾁﾝｹﾞﾝｻｲ2004年7月
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中国からの輸入食品に関係した主な違反事例 中国冷凍ﾎｳﾚﾝｿｳの対日輸出量
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(出典：ｱﾒﾘｶ農務省HP Economic Research Service Briefing Roomsより)

1960年 1980年1970年 1990年 2000年 2020年2010年
13

14

15

(億ha)
農耕地面積減少に加え、今後
は大幅な単収増の可能性も低
いことから、食料増産を考える
上で大きなﾊｰﾄﾞﾙ

世
界
の
耕
地
面
積

米国 21万m2

→ 日本

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ 10万m2

→ 日本

ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 124万m2

→ 中国

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 160万m2

→ ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ
ﾏﾀﾞｶﾞｽｶﾙ 130万m2

→ 韓国

ﾗｵｽ 70万m2

→ 中国

ﾊﾟｷｽﾀﾝ 70万m2

→ UAE

ﾛｼｱ 8万m2

→ 中国

ｽｰﾀﾞﾝ 37万m2

→ UAE

ｽｰﾀﾞﾝ 69万m2

→ 韓国

積極的な農地獲得を進める韓・中・東南
ｼﾞｱ諸国と比較して日本の取組は不足

1 2

3 4
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6.2. 輸入に依存することのﾘｽｸ (    ～ )

(出典： 日経ｳﾞｪﾘﾀｽ 2011年1月16～22日、日経ﾋﾞｼﾞﾈｽ2011年1月24日、
東洋経済 2011年1月29日、等よりes分))

干ばつによるﾛｼｱの小麦禁輸政策

(出典： 日経ｳﾞｪﾘﾀｽ 2011年1月16～22日、日経ﾋﾞｼﾞﾈｽ2011年1月24日、
東洋経済 2011年1月29日等よりes分))

ｵｰｽﾄﾗﾘｱの洪水による小麦の質低下

洪水によって水没した農地（2010年夏）
(記録的な洪水に見舞われたｸｲｰﾝｽﾞﾗﾝﾄﾞ州)

2010年の小麦生産への影響

■ ｵｰｽﾄﾗﾘｱ大陸の北東部で洪水が発生、被害地域は
日本の国土面積以上、23の街が孤立、被災者20万
人、死者20人

■ 2011/1/27には、復興のために個人所得税を0.5～
1%増税するなどの対策を表明

■ 生産量には大きな影響はないが、小麦の質は大幅
に低下、飼料用などにしか使用できない見込み

■ 日本が輸入する高級小麦はｵｰｽﾄﾗﾘｱ産がﾒｲﾝ
（全体でも2割を占める）であることから、特に高級
小麦を使用する麺などでは、ｺｽﾄが跳ね上がる可
能性も

気候変動

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ

2007年

6月～9月合計

2007年

10月～12月合計

2008年

1月～3月合計

2008年

4月～6月累計

2008年

7月～9月累計

約94,000t

約2,300t
約410t 約6t

160
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40

0

輸入量激減

約152,000t

中国政府のとうもろこし

輸出規制(2008年1月)

輸出規制による輸入量の制限： 中国のﾄｳﾓﾛｺｼの事例
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原油価格の高騰

台湾漁船の一部が数ヶ月
間の休漁

→日本の魚輸入の1/3は台
湾産であるため、価格高騰
などのﾘｽｸ要因に

燃料高騰による生産への影響： 台湾漁船の例
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界
の
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(出典：ﾌｼﾞｻﾝｹｲｱｲ 2008年6月4日よりes分析)

ﾛｼｱの干ばつ（2010年夏）
(作物が枯れた田畑 ﾛｼｱ南部ｱｽﾄﾗﾝ州)

2010年の小麦輸出量
(括弧内は全世界の小麦輸出量における構成比)

■ ﾛｼｱ南部を中心に、40年ぶりとも言われる干ばつ、
数十万haにわたって作物が立ち枯れるなどの被害

■ 輸出を禁止した小麦をはじめとして、野菜、ﾒﾛﾝ、
じゃがいも、飼料用作物などが場所によっては全滅
するなどの大きな被害
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9 12

(出典：国連World Population Prospect、World Watch Institute 2003年1月よりes分析)

世界人口の増加による食糧供給不足

(出典： 日経ｳﾞｪﾘﾀｽ 2011年1月16～22日、日経ﾋﾞｼﾞﾈｽ2011年1月24日、
東洋経済 2011年1月29日、等よりes分))

穀物ﾒｼﾞｬｰによる世界市場の主導権掌握の影響

(出典： ｸｫｰﾀﾘｰ「日経商品情報」、ｴｺﾉﾐｽﾄ2008年8月11日よりes分析)

ド
ル
／
ト
ン

穀物運賃の急激な上昇

(出典： 米農務省資料、ｴｺﾉﾐｽﾄ2008年8月11日、
NEDO海外ﾚﾎﾟｰﾄNo.1048 2009年7月15日よりes分析)
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4大穀物ﾒｼﾞｬｰとその売上高 穀物ﾒｼﾞｬｰの市場掌握の影響

■ ｶｰｷﾞﾙ
・世界最大の穀物ﾒｼﾞｬｰ、

売上高710億ﾄﾞﾙ(2005年）
・世界の穀物市場でｼｪｱ4割

■ ADM
・合併により第2位の規模、

売上高360億ﾄﾞﾙ(2005年）

■ ﾌﾞﾝｹﾞ
・ｵﾗﾝﾀﾞ系企業、

売上高250億ﾄﾞﾙ(2004年）

■ ﾙｲ・ﾄﾞﾚﾌｪｽ
・ﾌﾗﾝｽ系企業、

売上高非公表

■ 穀物ﾒｼﾞｬｰ企業による価格統制
・貿易ｼｪｱ70～80%を握っていることから、

価格統制が可能

■ WTOなどの国際機関をｺﾝﾄﾛｰﾙ
・米政府高官をはじめ、食料に影響の大きい

政治的ﾎﾟｽﾄを多く押さえており、貿易に関わ
る規制緩和を中心に働きかけ

■ 途上国の農産業圧迫
・「支援」ﾍﾞｰｽで途上国に対して安価に穀物を
供給、途上国内の農産業が圧迫される場合も

9 10

11 12
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6.2. 輸入に依存することのﾘｽｸ (まとめ)

一方、輸入量に関わる要因について、近年の特徴的なﾘｽｸを見た場合、輸入に依存することのﾘｽ
ｸが増大していると考えられる。

近年の特徴的なﾘｽｸ食料自給率に関わる要因

輸入に関わる要素

気候変動

家畜感染症

適正な農薬利用

農耕地面積

⑤ 干ばつによるﾛｼｱの小麦禁輸政策

④ BSEによる安全な食料確保困難

③ 残留農薬による安全な食料確保困難

① 砂漠化などによる農耕地面積の減少

ｴﾈﾙｷﾞｰ

輸出規制

⑧ 燃料高騰による生産への影響

⑦ 輸出規制による輸入量の制限

食の嗜好

世界の人口

⑭ 食の嗜好変化による輸入制限

⑨ 世界人口の増加による食糧供給不足

A

A B C D＋ － －∑ × E

B

② 世界における農地争奪の振興と日本の取組不足

⑥ ｵｰｽﾄﾗﾘｱの洪水による小麦の質低下

流通経路・販路 ⑩ 穀物ﾒｼﾞｬｰによる世界市場の主導権掌握
⑪ 穀物運賃の急激な上昇

食外用途 ⑫ 米国のﾊﾞｲｵｴﾀﾉｰﾙ生産量

感染症 ⑬ 家畜感染症による困難な食料確保
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14
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7.1. 新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ(H5N1)のﾊﾟﾝﾃﾞﾐｯｸｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

国立感染症研究所のｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ(2008年)によれば、感染力の強いｳｲﾙｽによるﾊﾟﾝﾃﾞﾐｯｸが首都圏
で起こった場合、外出自粛などを行っても完全な被害抑制は難しいと予想されている。

： 外出自粛なしの場合 ： 休校と40％の就業者が外出自粛した場合

(出典：2008年12月号、WEDGE)

「対策しない場合」 「対策する場合」

H5N1ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ：
① 感染ｽﾋﾟｰﾄﾞ早い
② 強毒性

第2章 日本の「現」課題は未解決のままであること
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7.2. 2009年新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ(H1N1)の変異

2009年に流行した新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ(2009H1N1)は、国内で新たに12種類の変異が発生し、一部で
はﾀﾐﾌﾙ耐性ｳｲﾙｽの発生が見られるなど、変異が非常に速いことが分かっている。

2009H1N1
(弱毒性)

感染

・ 弱毒性であっても

感染者数 約130万人

死亡者数 約1.6万人

(2010年3月現在)

国内で12種類の新たな変異発生国内で12種類の新たな変異発生

特徴特徴 ①

ﾀﾐﾌﾙ耐性ｳｲﾙｽの発生ﾀﾐﾌﾙ耐性ｳｲﾙｽの発生

特徴特徴 ②

交通機関により広域に伝播交通機関により広域に伝播

特徴特徴 ③

変異に地域差は検出されず

253ｻﾝﾌﾟﾙ中、3件(1.2%)で耐性変異検出

感染ﾋﾟｰｸ期のｳｲﾙｽは感染初期と異なる

20変異ｸﾞﾙｰﾌﾟ中、12種類が国内での変異

変異

第2章 日本の「現」課題は未解決のままであること
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7.3. ｱﾒﾘｶのﾜｸﾁﾝ供給体制整備

ｱﾒﾘｶでは、ｵﾊﾞﾏ大統領主導のもと、新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞを深刻な脅威と位置づけ、希望する全ての国
民にﾜｸﾁﾝ接種ができる供給体制整備などの政策を既に打ち出している。

■ 大統領主導のﾜｸﾁﾝ供給体制整備

2009年9月1日、米ﾎﾜｲﾄﾊｳｽで新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対策を
呼び掛けるｵﾊﾞﾏ大統領(ﾛｲﾀｰ＝共同)

・ 全国民に対して

・ 6ヶ月以内に供給

実績ある他国の細胞培養技術を導入

第2章 日本の「現」課題は未解決のままであること
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7.4. ﾜｸﾁﾝに求められる生産供給ｽﾋﾟｰﾄﾞ

主要各国のｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対策計画における生産供給ｽﾋﾟｰﾄﾞは、多くの主要国において、遅くとも6ヶ
月以内に全国民分のﾜｸﾁﾝを準備することが求められている。

6ヶ月

6ヶ月

4ヶ月

4～6
ヶ月

6ヶ月

生産供給
ｽﾋﾟｰﾄﾞ

ﾜｸﾁﾝ供給体制の整備完了年
2014年2013年2012年2011年

全国民分

(約0.3億人分)

全国民分

(約1.3億人分)

全国民分の30%

(約0.3億人分)

全国民分
(2回接種分を準備)

(約0.6億人分)

全国民分

(約3.1億人分)

～2010年
数量国

ｱﾒﾘｶ

ｲｷﾞﾘｽ

ｶﾅﾀﾞ

日本

ﾄﾞｲﾂ

完了

完了

2013年？

日本のﾜｸﾁﾝ供給体制整備の遅れ

2011

2011

第2章 日本の「現」課題は未解決のままであること
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7.5. 大規模なﾜｸﾁﾝ製造工場 (2011年時点) (事例：ｱﾒﾘｶ)

(出典：WRAL.com Flu vaccine plant boosts Holly Springs' economy)

来るべきﾊﾟﾝﾃﾞﾐｯｸに備えて、ｱﾒﾘｶなどでは大規模なﾜｸﾁﾝ製造工場の建設が進んでいる。

第2章 日本の「現」課題は未解決のままであること
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8.1. 政府・自治体のｵﾝﾗｲﾝｻｰﾋﾞｽの遅れ

日本の政府・自治体では、行政間、行政と公的機関、公的機関とNPO等の連携ｻｰﾋﾞｽのｵﾝﾗｲﾝ化
が遅れている。

40位－総合評価

45点/100点
•個人情報保護に関する利用規約
の提示

4.ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰﾎﾟﾘｼｰ

45点/100点•情報ｾｷｭﾘﾃｨの構築5.ｾｷｭﾘﾃｨﾎﾟﾘｼｰ

評価項目(注1) 世界ﾗﾝｷﾝｸﾞ

55点/100点

95点/100点

100点/100点

5点/100点

6.ｱｸｾｼﾋﾞﾘﾃｨ

3.ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

2.情報公開性

1.ｵﾝﾗｲﾝｻｰﾋﾞｽ

• ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの構築状況、公開度
• ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽへのｱｸｾｽのしやすさ

•市民との情報共有の充実度、市民
との交流・協議、意思決定に参加度

•市民にとってのｱｸｾｽのし易さ
•身障者に配慮したﾕｰｻﾞﾋﾞﾘﾃｨ設計

定義(注2)

• 電子ｻｰﾋﾞｽ、社会保障ｻｰﾋﾞｽ、
市民の電子登録ｻｰﾋﾞｽ等の充実度

(出典： Global E-Government(ﾌﾞﾗｳﾝ大学)の
調査研究結果よりes分析)

行政間(省庁/自治体)

連携ｻｰﾋﾞｽの不在

行政 と

公的機関(医療/消防など)

連携ｻｰﾋﾞｽの不在

公的機関 と NPO
連携ｻｰﾋﾞｽの不在

電子政府 世界ﾗﾝｷﾝｸﾞ 遅れているｵﾝﾗｲﾝｻｰﾋﾞｽの一例

・・・・・

第2章 日本の「現」課題は未解決のままであること
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ﾎﾜｲﾄﾊｳｽ

行政管理
予算局

大統領府
付属機関

州政府

ﾎﾜｲﾄﾊｳｽ

行政管理
予算局

大統領府
付属機関

州政府

USA Spending.govUSA Spending.gov

IT DashboardIT Dashboard

Recovery.govRecovery.gov

8.2. の先進事例： 「ｵﾊﾞﾏﾀﾞｯｼｭﾎﾞｰﾄﾞ」(ｱﾒﾘｶ)

ｱﾒﾘｶは全省庁・州政府の各ﾃﾞｰﾀを集約し、生ﾃﾞｰﾀの公開ｻｰﾋﾞｽを提供している。

ｰ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ・ｲﾝﾌﾗの改善

ｰ 予算の用途等のﾄﾚｰｽ

ｰ 国民への情報発信

ｰ 国民の政策立案過程への
参加促進

省庁縦割りによる非効率
(ｵﾊﾞﾏ大統領就任前)

ｰ 省庁縦割りの情報管理

ｰ 不透明な予算執行状況

ｰ 国民とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ不足

Open Government宣言
(就任直後)

国民国民

全省庁の各ﾃﾞｰﾀを集約し、生ﾃﾞｰﾀを国民に公開

ﾃﾞｰﾀ
ﾍﾞｰｽ

生ﾃﾞｰﾀの公開

共通ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ
へのﾃﾞｰﾀ集約

行政間 連携ｻｰﾋﾞｽ

あ
くま

で
1例

背景 ｵﾊﾞﾏﾀﾞｯｼｭﾎﾞｰﾄﾞ ： 概要
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8.3. の先進事例： 「統合緊急医療ｻｰﾋﾞｽ」(ｽｲｽ)

26州毎の非効率な連携
ｰ 26州ごとに全く異なる

法律、行政、医療制度など

ｰ 緊急時は、中央省庁と
警察、ｽｲｽ軍、厚生機関、
航空救助組織と個別連携

ｰ 急患時、26区分局の
一つ一つに問い合わせ要

安全保障、危機管理
への未対応

ｰ Euro2008(ｽｲｽ・ｵｰｽﾄﾘｱ
共催)時に、安全保障・
危機管理対策が必要に

急患受付

統合医療ｻｰﾋﾞｽ機関患者/被災者 各連携ﾊﾟｰﾄﾅｰ

ｽｲｽ軍医療ﾁｰﾑ

病院警察

• 全病院の空き状況確認

• ｽｲｽ軍医療ﾁｰﾑ、
救急、病院、警察など
で情報共有

• 効率的で高速な
受付手配ﾌﾟﾛｾｽ

• 患者情報の

確認

• 患者情報の

確認

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
構
築

• 患者情報の

確認

• ﾘｿｰｽ状況の

入力
急患を1時間以内に処置可能に

ｽｲｽは自治体、医療、警察などのﾈｯﾄﾜｰｸを統合し、緊急医療ｻｰﾋﾞｽを提供している。

病院

行政 と 公的機関 連携ｻｰﾋﾞｽ

共通ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑを構築し、救急医療ﾌﾟﾛｾｽを統合

背景 統合緊急医療ｻｰﾋﾞｽ ： 概要
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ﾊｲﾁで地震発生(M7.0)
(死者：31万6,000人)

130万人以上が
ﾃﾝﾄ生活

薬など医療用品の

必要性拡大
(ｺﾚﾗ蔓延の予測：65万人)

膨大な支援物資
ｰ 32の現地医療機関に対し

ｰ 数千の医療機関(世界62カ国)

から物資提供

8.4. の先進事例： 「復興支援ｻｰﾋﾞｽ」(ﾊｲﾁ)

ﾊｲﾁは物資・義援金等を一元化する復興支援ｻｰﾋﾞｽを復興に活用した。

病院 (32ヶ所現地病院) 運営団体

被災地 物流ｾﾝﾀｰ

②物資を要請

③自動発注

⑤現地へ輸送

①必要物資の決定

④仕分け、発送⑥治療、回復

世界62カ国の医療機関世界62カ国の医療機関

公的機関 と NPO 連携ｻｰﾋﾞｽ

ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ・ｼｽﾃﾑを活用し、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな物資・義援金等の管理

背景 復興支援ｻｰﾋﾞｽ ： 概要
機

能
の

一
例

ﾊｲﾁ
(震災国)

ﾊｲﾁ
(震災国)

ｻﾝﾀﾊﾞｰﾊﾞﾗ
(物流拠点)

ｻﾝﾀﾊﾞｰﾊﾞﾗ
(物流拠点)

第2章 日本の「現」課題は未解決のままであること
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(ｸﾘﾆｯｸ、診療所)

(市民病院、総合病院)

(大学病院)

在宅医療の不足 家庭医の不足 医療間連携不足 医師数の不足

看護師の不足

ｺﾒﾃﾞｨｶﾙの不足

救急医療の破綻

地域医療支援病院

特定機能病院

一般病院患者

医療ｱｸｾｻﾋﾞﾘﾃｨの不良

日
本
共
通

東
北
固
有

医
療
間
連
携

医
療
間
連
携

外来

外来

外来

課題 21 課題 22 課題 23 課題 24

課題 25

課題 26

課題 27

課題 28

9.1. これまでの医療体制・医療現場（1次分析）

これまでの医療体制・医療現場では、在宅医療の不足、医療間連係不足等様々な課題が生じて
いた。

第2章 日本の「現」課題は未解決のままであること
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第3章 今、日本経済は危機的状況であること

1. 電力不足

2. ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの崩壊

3. 風評による経済被害
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1. 電力不足

1.1. 電力供給力不足

1.2. 電力対策

第3章 今、日本経済は危機的状況であること
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1.1.1.1. 地震後の供給力 (3月29日)

大震災当初は供給力が3,100万kWまで落ち込んだが、その後約2週間で約750万kWの供給力を確
保し3,850万kWまで復旧した(3月29日)。

(出典：東京電力、経済産業省、産経新聞よりes分析)

3月末

供給力
(万kW)

0

3,100

3,850

4,850

6,500

約750

3月14日
の供給力

短期の復旧

3・11
以前

時期4月 5 6 7月8 9 10月 11 12 1月 2 3 4月 5 6 7月 8 9 10月 11 12 1月 2 35 6 7月

2012年度 2013年度

対応者 対策 供給増加

東京電力

国土交通省

中部電力

北海道電力

• 大井火力の復旧

• 東扇島火力の復旧

• 定期検査中の火力発電所の再稼動
(五井、袖ヶ浦)

105万ｋW

200万kW

約300万kW

• 広域融通電力の増強

• 広域融通電力の増強

• 波数変換所の能力ｱｯﾌﾟ

• 水力の周波数切替運転
(泰阜水力 )

～60万ｋW

～100万ｋW

3万kW

3万kW

• 水力発電の取水制限の緩和
(湯川、沢渡、高瀬川第一、

小諸、塩川、島川原など) 

～46万ｋW

約750万ｋW計

2011年度

4月

短期の復旧

3,850万kW

3月29日時点

第3章 今、日本経済は危機的状況であること
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1.1.1.2. 短期(7月末)の供給力 (計画)

短期的な対策として、東京電力の被災設備の復旧とともに、他社電力、ｶﾞｽ会社、LNG関係国から
のLNGの緊急融通を受け、約1,200万kWの供給力が増加する計画がある。

対応者 対策 供給増加

東京電力

東京ガス

• 鹿島火力、常陸那珂の復旧

• 定期検査停止中の復帰

540万ｋW

～100万kW

• LNGの緊急融通
(品川火力、横須賀火力)

中部電力 • LNGの緊急融通

東邦ガス
大阪ガス
韓国政府
ﾛｼｱ政府
ｶﾀｰﾙｶﾞｽ

関西電力 • LNGの緊急融通

• 原油の緊急融通

• LNGの緊急融通

電源開発
(J-ﾊﾟﾜｰ)

• IPPからの供給増加
(ｼﾞｪﾈｯｸｽ、糸魚川)

37万ｋW

東京電力 • ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ等の新設 40万ｋW

～200万ｋW

～400万ｋW

(出典：東京電力、経済産業省、電気新聞、産経新聞よりes分析)

5,000万kW

約1,200万ｋW計

自家発電
保有企業

• 自家発電装置の稼動 ～50万ｋW

供給力
(万kW)

0

3,100

3,850

4,850

6,500

3月末 時期4月 5 6 7月8 9 10月 11 12 1月 2 3 4月 5 6 7月 8 9 10月 11 12 1月 2 35 6 7月4月3・11
以前

2012年度 2013年度2011年度

短期の復旧

短期対策

4月3日時点
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1.1.1.3. 短中期(12月末)の供給力 (予想)

ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝﾒｰｶｰ各社の協力により、年内にも複数のｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電が設置される予定である。

対応者 対策 供給増加

日立製作所
三菱重工
GE
(東京電力)

• ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝの新設
(場所は未定)

三菱重工
(東京電力)

• タイからのｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝの移設 24万ｋW

～300万ｋW

約250万ｋW計

(出典：日本経済新聞、電気新聞、朝日新聞よりes分析)

供給力
(万kW)

0

3,100

3,850

4,850

6,500

3月末3・11
以前

時期4月 5 6 7月8 9 10月 11 12 1月 2 3 4月 5 6 7月 8 9 10月 11 12 1月 2 35 6 7月4月

2012年度 2013年度2011年度

短期の復旧

短期対策

短中期対策

5,250万kW

4月3日時点
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1.1.1.4. 中期(2012年7月末)の供給力 (予想)

さらにｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝの設置を続けるとともに、水力発電所の運転開始や、連係線の増強などにより来
年の夏に向けての供給力強化を行っていく。

北海道電力 • 北本連係線の増強 10万ｋW

東京電力 • 神流川水力運転開始 47万ｋW

対応者 対策 供給増加

(出典：東京電力、日本経済新聞よりes分析)

(東京電力) • ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝの新設
(場所は未定)

～200万ｋW

約250万ｋW計

(東京電力) • ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝの新設
(場所は未定)

～100万ｋW

供給力
(万kW)

0

3,100

3,850

4,850

6,500

3月末3・11
以前

時期4月 5 6 7月8 9 10月 11 12 1月 2 3 4月 5 6 7月 8 9 10月 11 12 1月 2 35 6 7月4月

2012年度 2013年度2011年度

短期の復旧

短期対策

短中期対策

中期対策

5,500万kW

5,250

5,500

4月3日時点
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1.1.1.5. 長期(2013年7月末)の供給力 (予想)

長期的には建設中の大型火力発電所について完成の前倒しの可能性が考えられる。

対応者 対応者 供給増加

～200万ｋW東京電力 • 建設中火力発電所の完成前倒し
(川崎2号系列、常陸那珂2号)

(出典：東京電力、日本経済新聞よりes分析)

短期の復旧

短期対策

短中期対策

中期対策

長期対策

供給力
(万kW)

0

3,100

3,850

4,850

6,500

3月末3・11
以前

時期4月 5 6 7月8 9 10月 11 12 1月 2 3 4月 5 6 7月 8 9 10月 11 12 1月 2 35 6 7月4月

2012年度 2013年度2011年度

5,250

5,500
5,700

5,700万kW

4月3日時点
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5,250

5,500
5,700

1.1.1.6. 供給力の減少 (定期検査、効率低下)

現在稼動中の柏崎・刈羽原子力発電所の定期検査が予定されており、気温が高くなり火力発電
所の効率が落ちる等により、供給力が低下する。

火力効率低下
▲260万kW

柏崎・刈羽
1,7号定期検査
▲220万kW

柏崎・刈羽
5号定期検査
▲110万kW

火力効率低下
▲260万kW

供給力
(万kW)

0

3,100

3,850

4,850

6,500

3月末3・11
以前

時期4月 5 6 7月8 9 10月 11 12 1月 2 3 4月 5 6 7月 8 9 10月 11 12 1月 2 35 6 7月4月

(出典：東京電力よりes分析)

柏崎・刈羽
2号定期検査
▲110万kW

火力効率低下
▲260万kW

2012年度 2013年度2011年度

短期の復旧

短期対策

短中期対策

中期対策

長期対策

4月3日時点
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1.1.1.7. 供給力のまとめ (あくまで1次分析)

現在(2011年4月3日)考慮されている対策を講じても、長期的に供給力は約5,500kWまでしか回復
しない。

約5,500万kW

供給力
(万kW)

0

3,100

3,850

4,850

6,500

3月末 時期4月 5 6 7月8 9 10月 11 12 1月 2 3 4月 5 6 7月 8 9 10月 11 12 1月 2 35 6 7月4月

5,500

2011年度 2012年度 2013年度

2012年度 2013年度2011年度

3・11
以前

短期の復旧

短期対策

短中期対策

中期対策

長期対策

4月3日時点
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1.1.2.1. 過去7年間の年間需要ﾊﾟﾀｰﾝ

過去7年間の東京電力の需要ﾊﾟﾀｰﾝでは、冷夏と猛暑で約1,000万kWの開きがある。

0

3,000

4,000

6,147万kW：2007年猛暑

5,272万kW：2009年冷夏

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

電力需要
(万kW)

(出典：資源ｴﾈﾙｷﾞｰ庁電力調査統計、東京電力よりes分析)

5,837万kW：平均

5,000

6,000

2,000

1,000

最大値

最低値

平均値

約1,000万kW
過去7年間(8月)

過去7年間
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1.1.2.2. 長期的な需給のｷﾞｬｯﾌﾟ

供給力不足による需給の逼迫は、今年の夏だけでなく、今年の冬、来年の夏、さらには2013年の
夏までも長期化する可能性がある。

3・11
以前

供給力
(万kW)

0

3,100

3,850

4,850

6,500 2011年度夏

2011年度冬

2012年度夏 2013年度夏

2012年度 2013年度2011年度

3月末 時期4月 5 6 7月8 9 10月 11 12 1月 2 3 4月 5 6 7月 8 9 10月 11 12 1月 2 35 6 7月4月

5,500

短期の復旧

短期対策

短中期対策

中期対策

長期対策

最大値

平均値

過去7年間

4月3日時点
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1.2. 電力対策

1.2.1. 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの導入

1.2.2. 省ｴﾈの推進
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1.2.1.1. 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの種類

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの導入に対して、様々な可能性が議論されている。

太陽ｴﾈﾙｷﾞｰ太陽ｴﾈﾙｷﾞｰ 水力水力 風力風力 ﾊﾞｲｵﾏｽﾊﾞｲｵﾏｽ 地熱地熱

潮力・波力潮力・波力

(出典：ｼｬｰﾌﾟ、日立製作所、環境省他よりes分析)

住宅用太陽光発電

大規模太陽光発電

太陽熱発電

小水力発電

小水力発電

ｳｲﾝﾄﾞﾌｧｰﾑ

洋上風力発電

ﾊﾞｲｵﾏｽ発電

ﾒﾀﾝ発酵発電

潮力発電

地熱発電

再掲
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1.2.1.2. 住宅用ｿｰﾗｰの構成要素 (1次分析)

住宅用ｿｰﾗｰは、太陽光ﾊﾟﾈﾙ本体、ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ、蓄電池から構成される。

(出典：ｼｬｰﾌﾟﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞよりes分析)

太陽光ﾊﾟﾈﾙ(191W)

ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ

ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ

一般家庭向けで3～4kW

寿命～20年

1kW当り約50万円の導入ｺｽﾄ

建設工期は2日程度

蓄電池(ﾘﾁｳﾑｲｵﾝﾊﾞｯﾃﾘｰ)

100～200V系統に接続
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1.2.1.3. 住宅用ｿｰﾗｰの活用事例 (1次分析)

(出典： NEDOﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞより転用)

群馬県太田市 集中連系型太陽光発電ｼｽﾃﾑ実証実験
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低い認知度

1.2.1.4. 住宅用ｿｰﾗの導入に係る課題と解決策 (1次分析)

住宅用ｿｰﾗ－の導入は、事業計画から工事にわたり、政府、金融機関、発電事業主体、ﾒｰｶｰなど
がﾌﾟﾚｲﾔｰとして存在している。

運用運用工事工事購入購入導入検討導入検討理解理解

電力会社電力会社

工事施行会社工事施行会社

政府政府

一般消費者一般消費者
ﾌｧﾞ ﾌｧﾞ

補助金啓発

販売店販売店

ﾒｰｶﾒｰｶ

ﾌｧﾞ

発注

ﾌｨｰﾄﾞｲﾝﾀﾘﾌ
制度

ﾌｧﾞ

発注

ﾌｧﾞ

ﾌｧﾞ

ﾌｧﾞ

売電

系統連系

ﾌｧﾞ

系統連系

電圧問題の発生

高いﾕﾆｯﾄ価格

ﾌｧﾞ

事務処理

停電回避への
貢献を啓蒙

政府補助金の増額

蓄電ｼｽﾃﾑ
導入補助金

課題 1

解決策 1
課題 2

解決策 2

課題 3

解決策 3

ﾒｰｶｰ
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1.2.1.5. ﾒｶﾞｿｰﾗｰの構成要素 (1次分析)

ﾒｶﾞｿｰﾗｰの構成要素として、ﾊﾟﾈﾙ本体、ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ、変圧器、配電盤がある。

(出典：日立製作所、ｼｬｰﾌﾟより提供)

太陽電池

接続箱

ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮ
ﾅ

太陽電池架台

ｽｲｯﾁｷﾞｱ

電力量計

昇圧変圧器

太陽光ﾊﾟﾈﾙﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ・変圧器

特高、高圧に接続

・建設工期が短い(2週間～3ヶ月)

・部分運開が可能

・500kWで2億円のｺｽﾄ

接続箱

ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ 昇圧変圧器
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1.2.1.6. ﾒｶﾞｿｰﾗｰの事例 (1次分析)

長距離に渡る傾斜を活用した事例

鉄道高架橋を活用した事例

産業屋根を活用した事例

(出典：ｼｬｰﾌﾟ)

(出典：ｼｬｰﾌﾟ)

(出典：国際航業)

(出典：ｼｬｰﾌﾟ)

ﾀｲでの大規模設備(73MW)
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低い採算性

1.2.1.7. ﾒｶﾞｿｰﾗｰの導入に係る課題と解決策 (1次分析)

ﾒｶﾞｿｰﾗｰの導入課題は、事業計画における低い採算性、土地確保における土地選定の困難さな
どが挙げられる。

工事工事調達調達設計設計土地確保土地確保事業計画事業計画

金融機関金融機関

電力会社電力会社

ﾒｰｶｰﾒｰｶｰ 工事施行会社工事施行会社

政府政府

事業主体事業主体

発注

電力販売

系統接続

ﾌｧｲﾅﾝｼﾝｸﾞ

規制/支援

連系協議

規制/支援

発注

土地選定の困難さ

系統連系協議の手間

緊急時に妨げとなる入札時間・労力

入札

調達の不足

厳しい工事規制

課題 1

課題 2

課題 4

課題 3

課題 5

課題 6

事業採算性を向上

土地選定支援と土地
利用の規制緩和

国内主要ﾍﾞﾝﾀﾞｰと随意契約

500kw未満の太陽光
発電設備を導入

部材調達の政府支援

管理技術者に
関する規制緩和

解決策 3

解決策 4

解決策 5

解決策 6

解決策 1

解決策 2
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(出典: 東京電力平成23年4月8日ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ「計画停電の原則不実施と今夏に向けた需給対策について」、環境エネルギー政策研究所「3.11後のｴﾈﾙｷﾞｰ戦略ﾍﾟｰﾊﾟｰ」よりes分析)

ｵﾌｨｽ：45%

家庭 ：30％

工場 ：25％

2011年夏の東京電力の需要推計において、ﾋﾟｰｸ付近での需要内訳は45%がｵﾌｨｽ、30%が家庭、
25%が工場に起因する。

1.2.2.1. 電力需要の構成要素 (東京電力の2011年夏予想)

(万kW)

最大ﾋﾟｰｸを
5500万kWとすると

2,475万kW相当

1,650万kW相当

1,375万kW相当

ｵﾌｨｽ：45%

(時)

電
力
需
要

1 6 12 18 24
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1.2.2.2. 家庭：消費電力の内訳 (夏期ピーク時)

夏期ﾋﾟｰｸ時の家庭用電力需要の50％はｴｱｺﾝによるものである。

(出典：環境省 「しんきゅうさん」Webｻｲﾄ、住宅における夏期ﾋﾟｰｸ需要の内訳(東京大学岩船研)よりes分析)

照明 ：12.5％

ﾃﾚﾋﾞ ：12.5％

冷蔵庫 ：12.5％

ｴｱｺﾝ ：50％

ﾍﾞｰｽ消費 ：12.5％
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1995年型 2008年型

1.2.2.3. 家庭：ｴｱｺﾝの買い替え効果

例えば、10年前のｴｱｺﾝを新型の省ｴﾈ家電に買い換えることで、約40%の省ｴﾈ効果が見込める。

＊１：冷房期間3.6ヶ月、暖房期間5.5ヶ月、1日使用時間18時間で計算
(出典: 環境省 「しんきゅうさん」Webｻｲﾄよりes分析))

1995年型ｴｱｺﾝ

期間消費電力量*1

(ｋWh/年)

2008年型ｴｱｺﾝ

637kWh
(約40％)省ｴﾈ

1,492kWh

858kWh

0

500

1,000

1,500

期間消費電力量*1

(ｋWh/年)
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1.2.2.4. 家庭： 家１軒丸ごと省ｴﾈ化

家電の買い替えなどにより、家１軒の省ｴﾈを行うと、節電とともに年間約60,000円の節約が見込
める。

年間約60,000円
の節約

113,500円

約54,000円

年間電気代
(円/年)

エアコン

冷蔵庫

ﾃﾚﾋﾞ

照明

洗濯機

ﾊﾟｿｺﾝ

温水便座

・・・

家１軒丸ごと省ｴﾈ化をすると・・・

0

50,000

100,000

150,000

買い替え前 買い替え後
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1.2.2.5. 省ｴﾈの国民運動の必要性 (ﾁｰﾑ・ﾏｲﾅｽ6%の例：環境省)

[１]基本原理

(１)てこの原理
(２)連鎖反応
(３)自然増殖
(４)相乗効果

[１]基本原理

(１)てこの原理
(２)連鎖反応
(３)自然増殖
(４)相乗効果

成
功
要
素

[２]工程管理

プロジェクトに優先順
位を付け効果的な管
理を行う仕組み整備

[２]工程管理

プロジェクトに優先順
位を付け効果的な管
理を行う仕組み整備

[３]政府の本気感

メッセージの選択と集中によ
り、政府の本気感が伝播

[３]政府の本気感

メッセージの選択と集中によ
り、政府の本気感が伝播

[４]予算配分

長期的戦略に基づ
いた予算投下

[４]予算配分

長期的戦略に基づ
いた予算投下

[５]企業・団体連携

企業・団体との連携を加速さ
せる実施本部の設置

[５]企業・団体連携

企業・団体との連携を加速さ
せる実施本部の設置

ﾌｫﾛﾜｰ企業ﾌｫﾛﾜｰ企業

企業
B社

企業
B社

ﾌｫﾛﾜｰ企業ﾌｫﾛﾜｰ企業

企業
C社

企業
C社

ﾌｫﾛﾜｰ企業ﾌｫﾛﾜｰ企業

企業
D社

企業
D社

ﾌｫﾛﾜｰ企業ﾌｫﾛﾜｰ企業

国民国民国国

【ﾁｰﾑﾘｰﾀﾞｰ】
総理

【実施】
政府

自治体

『集中キャンペーン』

企業
A社

企業
A社

各
種
団
体

実
施
本
部
設
置

タ
イ
ミ
ン
グ

の
同
期

電
気
の
使
い
方
を
減
ら
そ
う(
例)

[6]評価基準

効果測定の実施/
調査結果の戦略的
な活用による事業
全体の盛り上げ

[6]評価基準

効果測定の実施/
調査結果の戦略的
な活用による事業
全体の盛り上げ

結
果
と
し
て

CO2削減量

削減量

省
エ
ネ
家
電
に
交
換
し
よ
う(

例)
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(出典: 財団法人省ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰHPよりes分析)

1.2.2.6. ｵﾌｨｽの需要内訳

ｵﾌｨｽ内の需要内訳をみると、約45%が空調関連で占められており、次いで寄与が大きいのが、照
明・ｺﾝｾﾝﾄとなっている。

照明：21%

ｺﾝｾﾝﾄ：21%

空調：45％
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1.2.2.7. ｵﾌｨｽﾋﾞﾙでの節電 ：山武

快適性をある程度維持したｵﾌｨｽﾋﾞﾙでの節電対策として、ｲﾝﾊﾞｰﾀｰや、BEMS(ﾋﾞﾙ・ｴﾈﾙｷﾞｰ管理
ｼｽﾃﾑ)の導入や運用改善を推奨している。

(出典: 山武 「計画停電を回避するための節電策」より))

ｲﾝﾊﾞｰﾀｰの導入

運用による省ｴﾈ
- 不要時の換気ﾌｧﾝ等の停止

- 水の節約(ﾎﾟﾝﾌﾟの節電)

- 温水供給温度の低減 ・・・等

(kW)

0時 6時 12時 18時 24時

通常

省ｴﾈ後

ﾋﾟｰｸｶｯﾄ後 BEMSの導入

ﾃﾞﾏﾝﾄﾞｺﾝﾄﾛｰﾗの導入

運用による省ｴﾈ
- ｵﾌｨｽや工場の照明の間引き

- ｴﾚﾍﾞｰﾀ、ｴｽｶﾚｰﾀの間引き

- 換気量の最小化 ・・・等

省ｴﾈの施策の例

ﾋﾟｰｸｶｯﾄの施策の例

消
費
電
力
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1.2.2.8. ｻｰﾊﾞｰでの消費電力削減 ：日本HP

日本HPではｻｰﾊﾞｰなど出力消費の比較的多い機器について、ﾒｰｶｰ側からも消費電力削減の取
り組みを促している。

(出典: 日本ﾋｭｰﾚｯﾄ・ﾊﾟｯｶｰﾄﾞ 「計画停電に備えるHPｻｰﾊﾞｰ消費電力監理技術」 よりes分析)

冷却・その他
44%

ﾌﾟﾛｾｯｻ
44%

ﾒﾓﾘ
11%

ﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸ 6%

Planer 4%
PCI 3%

ｽﾀﾝﾊﾞｲ 2%

CPU/ﾒﾓﾘにおける節電冷却における節電

AC/DC変換おける節電

一般的なﾗｯｸｻｰﾊﾞｰの消費電力内訳

高効率のﾊﾟﾜｰｻﾌﾟﾗｲを選定する

ﾊﾟﾜｰｻﾌﾟﾗｲのｻｲｽﾞを見直す

ｿﾞｰﾝｸｰﾘﾝｸﾞを行う

温度・消費電力監視の実施

ﾊﾟﾜｰﾚｷﾞｭﾚｰﾀの導入

BIOS設定の変更による制御
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1.2.2.9. ﾊﾟｿｺﾝでの節電 ：ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ

ﾊﾟｿｺﾝは設定変更などにより大きな省ｴﾈ効果が期待でき、東京電力管内で33万kWの効果と試算
される。

0

20

40

60

80

100

120

現状 省ｴﾈ後

33万kW
(約30%削減)

111万kW

消費電力
(万kW)

パソコン

・・・

2,455万台
(東京電力管内)

78万kW

ﾊﾟｿｺﾝの省ｴﾈ設定
ﾊﾟｿｺﾝの設定を「省電力」ﾓｰ
ﾄﾞにする

ｽﾘｰﾌﾟ設定の活用

ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲの電源を自動OFF

ｽｸﾘｰﾝｾｰﾊﾞｰをﾌﾞﾗﾝｸにす
る

ﾉｰﾄPC(ﾊﾞｯﾃﾘｰ活用)の有効
利用

・・・等

(出典: 2011年4月25日 日本経済新聞、ﾏｲｸﾛｿﾌﾄよりes分析)
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1.2.2.10. 自動車工業会による輪番休日の提案

休日 休日

月 火 水 木 金 土 日

休日 休日

休日 休日

休日 休日

休日 休日

休日 休日

休日 休日ｸﾞﾙｰﾌﾟ(土日)

ｸﾞﾙｰﾌﾟ(金土)

ｸﾞﾙｰﾌﾟ(木金)

ｸﾞﾙｰﾌﾟ(水木)

ｸﾞﾙｰﾌﾟ(火水)

ｸﾞﾙｰﾌﾟ(月火)

ｸﾞﾙｰﾌﾟ(日月)

ピーク電力

(kW)

平日 休日

複数の業界・企業を7つのｸﾞﾙｰﾌﾟで順番に休日とすると

約15％のﾋﾟｰｸ電力削減効果が試算された

50%程度
ｷﾞｬｯﾌﾟ

自動車工業会から、複数の業界・企業で輪番休日をとると、約15%のﾋﾟｰｸ電力削減効果が期待で
きるとの提案があった。

(出典: 自動車工業会よりes分析)
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2. ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの崩壊

2.1. 自動車産業

2.2. 半導体産業
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2.1.1. 自動車工場操業停止のﾒｶﾆｽﾞﾑ

自動車産業では、ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの中核であるｻﾌﾟﾗｲﾔが被災すると、連鎖的にｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝに関連す
る工場の操業が停止する構造である。

A社 完成車工場A社 完成車工場

一次ｻﾌﾟﾗｲﾔ一次ｻﾌﾟﾗｲﾔ 一次ｻﾌﾟﾗｲﾔ一次ｻﾌﾟﾗｲﾔ 一次ｻﾌﾟﾗｲﾔ一次ｻﾌﾟﾗｲﾔ

二次ｻﾌﾟﾗｲﾔ二次ｻﾌﾟﾗｲﾔ 二次ｻﾌﾟﾗｲﾔ二次ｻﾌﾟﾗｲﾔ 二次ｻﾌﾟﾗｲﾔ二次ｻﾌﾟﾗｲﾔ 二次ｻﾌﾟﾗｲﾔ二次ｻﾌﾟﾗｲﾔ 二次ｻﾌﾟﾗｲﾔ二次ｻﾌﾟﾗｲﾔ 二次ｻﾌﾟﾗｲﾔ二次ｻﾌﾟﾗｲﾔ

B社 完成車工場B社 完成車工場

被災

操業停止

×供給停止 ×供給停止

×供給停止

操業停止 操業停止
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2.1.2. 操業停止となった主な自動車工場

自動車業界では、直接的な被災地以外の多くの工場も操業を停止せざるを得ない状況となった。

ｾﾝﾄﾗﾙ自動車
相模原工場

堤工場

ﾄﾖﾀ自動車九州

栃木工場

狭山工場

鈴鹿製作所

栃木工場

横浜工場、追浜工場

九州工場、
日産車体九州

日産自動車

トヨタ自動車

本田技研工業

(出典: ﾄﾖﾀ自動車、日産自動車、本田技研工業ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽよりes分析) 
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2.2. ｽﾏｰﾄﾌｫﾝへの影響

市場が急拡大しているｽﾏｰﾄﾌｫﾝでも構成部品を生産する工場の多くが被災し、生産に影響が出
始めている。

液晶ﾊﾟﾈﾙ液晶ﾊﾟﾈﾙ

ｶﾞﾗｽ基盤ｶﾞﾗｽ基盤

ﾀｯﾁﾊﾟｯﾄﾞﾀｯﾁﾊﾟｯﾄﾞ

ｺﾝﾃﾞﾝｻｰｺﾝﾃﾞﾝｻｰ

ｼｽﾃﾑLSIｼｽﾃﾑLSI

主なﾒｰｶｰ 震災の影響

東芝ﾓﾊﾞｲﾙﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ 深谷工場で計画停電の
ために操業停止

旭硝子
(AGCﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲｸﾞﾗｽ米沢)

米沢工場が被災
(一部再開)

ｱﾙﾌﾟｽ電気 小名浜工場が一時操業
停止

村田製作所 仙台工場で電力供給が
不安定で安定操業できず

ﾛｰﾑ
(OKIｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀ宮城)

操業停止し、京都工場な
どで代替生産

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝの
主な部品

(出典: 週間東洋経済2011年4月2日号よりes分析) 
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3. 風評による経済被害

3.1. 国内の風評被害

3.2. 海外の風評被害
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3.1. 広がる自粛ﾑｰﾄﾞ

比較的被害が少ない関東でも、被災地の状況を踏まえ、祭りや花火大会の開催自粛を決定してい
る。

三社祭(東京)三社祭(東京)

神田祭(東京)神田祭(東京)

東京湾大華火祭り東京湾大華火祭り

例年の動員/観覧者数

約150万人

約300万人

約70万人

開催中止する主な祭り・花火大会

開催自粛を決定

(出典：千代田区、浅草観光協会、中央区よりes分析)

2011年5月12日～18日
（開催予定）

2011年5月20日～22日
（開催予定）

2011年8月13日
（開催予定）
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3.2.1. 日本製品に対する風評被害

風評被害は被災地周辺だけでなく、日本全国に広がりつつある。

秋田県大仙市の酒造会社の清酒がEUの空港で足止め

海外船が東京・横浜港等への寄航取り止め
(2011年4月11日 産経Biz)

30カ国が一部又は全面食品の輸入停止や検査強化

・ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾏﾚｰｼｱ他は47都道府県の食品輸入停止

・中国は12都県の食料輸入停止

(農水省「諸外国・地域の規制措置(4月20日現在)」)

海外から見れば

日本 東北 (東京)

は同様に危険と感じる

風評被害の例

第3章 今、日本経済は危機的状況であること
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3.2.2. 訪日旅行者の減少

訪
日
外
国
人

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

2010年
3月

(万人)

2011年
3月

昨年同期比

51%減少

訪日外国人の減少数訪日外国人の減少数 訪日旅行取り止め事例訪日旅行取り止め事例

19ｺｰｽある外国人向けはとﾊﾞｽﾂｱｰに、2～3人だけ参加
2011年4月9日 毎日新聞

ﾛｲﾔﾙﾊﾟｰｸﾎﾃﾙの8割がｷｬﾝｾﾙに
2011年4月6日 中国新聞

3月の訪日外国人は大幅に減少し、はとﾊﾞｽ、ﾎﾃﾙなどに大きな影響を与えている。

第3章 今、日本経済は危機的状況であること
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3.2.3. 海外の風評被害を生むﾒｶﾆｽﾞﾑ

政府政府

国内ﾒﾃﾞｨｱ国内ﾒﾃﾞｨｱ

海外ﾒﾃﾞｨｱ海外ﾒﾃﾞｨｱ

外国政府外国政府

外国民
外国企業

外国民
外国企業

不十分な
情報開示

過度な演出
の報道

憶測・推測・
誤認識

過度な危機感
の認識

情報不足に
よる不信感

リスク回避のため
の過度な規制

•透明性のある情
報開示

•ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞな情報
の積極的発信

日本製品購入

日本への渡航

政府 ﾒﾃﾞｨｱ 情報の受け取り手

風評被害

政府による透明性のある情報開示、ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞな情報発信が求められる。

課題 1

解決策 1

第3章 今、日本経済は危機的状況であること
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3.2.4. ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞなﾒｯｾｰｼﾞの配信

例えば、これだけの地震が発生してもけが人がｾﾞﾛだった東北新幹線のすばらしい技術力をｱﾋﾟｰ
ﾙすることも考えられる。

(出典： JR東、日経BP、産経ﾆｭｰｽ、NHKよりes分析)

■ 最初の揺れの9秒前、そして最も大きい揺れが起
きる1分10秒前に非常ﾌﾞﾚｰｷをかけて適切に減速
することに成功。

■ 日本の鉄道総合技術研究所が開発した、地震の
初期微動を検知し、地震の震央位置とﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ
をほぼﾘｱﾙﾀｲﾑで推定して警報を発令するｼｽﾃﾑが
機能したため。

■ けが人もｾﾞﾛ。

乗客を乗せた27本の列車は脱線せず停止

第3章 今、日本経済は危機的状況であること
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第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと

1. 仮設住宅

2. 医療

3. 金融

4. 雇用

5. 農業

6. 水産業

7. 製造業

8. 観光業
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1. 仮設住宅

1.1. 仮設住宅における独居死のﾘｽｸ

1.2. ｺﾐｭﾆﾃｨ配慮型の仮設住宅設置 (あくまで1案)

1.3. ITを活用したｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの醸成 (あくまで1案)

1.4. ｺﾐｭﾆﾃｨ内における職の提供 (あくまで1案)

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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1.1. 仮設住宅における独居死のﾘｽｸ

阪神淡路大震災の経験から、仮設住宅に中高年が入居しｺﾐｭﾆﾃｨｰから孤立すると、独居死が多発
する恐れがある。

・半数は50～60歳代の男性

・多くは､無職又は不安定なﾊﾟｰﾄ労働者

・閉じこもり・対人関係の断絶により､持
病の放置などの結果

(出典：神戸大学都市安全研究ｾﾝﾀｰ研究報告, 特別報告2: 35-42、阪神・淡路大震災教訓情報資料集 4.第3期以降も続く課題(地震発生後6ヵ月以降)よりes分析)

30‐39歳
8人

40‐49歳
18人

80‐89歳
9人

60-69歳
61人

50-59歳
44人

70‐79歳
25人

兵庫県内の仮設住宅における独居者の死亡者数
(1995/1/17～1998/9/30の病死及び自殺)

女性： 70名

男性： 165名
独居死は高齢者をはじめ、ｺﾐｭﾆﾃｨから

孤立化する居住者全体の問題

独居死は高齢者をはじめ、ｺﾐｭﾆﾃｨから

孤立化する居住者全体の問題

7

8

16
19

17
2 1

50-59歳

8人

60-69歳

16人

80-89歳

17人

90歳以上

2人 40‐49歳

7人

30‐39歳

1人

70-79歳

19人

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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1.2. ｺﾐｭﾆﾃｨ配慮型の仮設住宅設置 (1/2) (あくまで1案)

(出典：日建設計総合研究所資料よりes分析)

■ 自治会・町会・商店会といった従前のｺﾐｭﾆﾃｨ単位毎に区画を形成

■ 入居に際し、ｺﾐｭﾆﾃｨ単位の入居を促進

■ 長期の集団生活に対応できるよう、共用空間を充実させた建物配置

仮設住宅建設敷地

※ 従前の居住ｴﾘｱからできる限り近い位置への移動が望ましい。

被災前の
A自治会

被災前の
C村落

被災前の
D自治会

被災前の
B商店会

ｺﾐｭﾆﾃｨごとの区画

充実した共用空間

ｺﾐｭﾆﾃｨ毎の入居

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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■ 異なるﾕﾆｯﾄを適宜利用

 複数の異なる住戸ﾀｲﾌﾟのﾕﾆｯﾄ

 地域型ﾕﾆｯﾄ

 積雪地・寒冷地を考慮したﾕﾆｯﾄ

■ 玄関が向かい合う配置

■ 高齢者(単独)住宅は孤立化防止のため、
広場、集会所に近い場所などに配置

■ 顔合わせのできる対面配置や隣近所で気
づきあえる混合配置

■ 20-30戸単位毎に談話室、広場等の身近
な交流空間を設置

■ 100-150戸単位毎に集会所など生活支援
施設を設置

■ 一定規模以上では、医療・福祉・教育・行
政ｻｰﾋﾞｽ等の共用施設を導入

1.2. ｺﾐｭﾆﾃｨ配慮型仮設住宅設置 (2/2) (あくまで1案)

(出典：日建設計総合研究所資料よりes分析)

談話室

ｺﾐｭﾆﾃｨﾓﾃﾞﾙﾌﾟﾗﾝ見取図

店舗 談話室

集会所・ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ

広場

店舗

仮設店舗 仮設店舗

店舗店舗

談話室 広場 談話室 広場

広場
広場

駐車場
(約40台)

入口

町名ｻｲﾝ等

100m

100m

生活支援施設

店舗

1K
2K

3K・2DK
地域型

住宅

ｺﾐｭﾆﾃｨ形成の数々の工夫

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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1.3. ITを活用したｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの醸成 (1/2) (あくまで1案)

(出典：NTT東日本HP、集合住宅における在宅高齢者向けｻｰﾋﾞｽの実現に向けたﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」 ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽよりes分析)

IT端末の事例

光iﾌﾚｰﾑ(NTT東日本)

ｻｰﾋﾞｽの事例

集合住宅における在宅高齢者向けｻｰﾋﾞｽの
実現に向けたﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

(UR都市機構, NTT東日本, ｾﾌﾞﾝ-ｲﾚﾌﾞﾝ)

場所をとらないﾃﾞｻﾞｲﾝ

ﾀｯﾁﾊﾟﾈﾙによる簡易な操作

ｲﾍﾞﾝﾄ、ﾒｯｾｰｼﾞ、買い物、通知が可能

ｺﾐｭﾆﾃｨ向けにｶｽﾀﾏｲｽﾞ可能

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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1.3. ITを活用したｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの醸成 (2/2) (あくまで1案)

(出典：NTT東日本HP、集合住宅における在宅高齢者向けｻｰﾋﾞｽの実現に向けたﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」 ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽよりes分析)

集会場

店舗

談話室

隣人(一人暮らし)

隣人(子持ち世帯)

・活用を通してｺﾐｭﾆﾃｨ毎にｶｽﾀﾏｲｽﾞ

 ｺﾐｭﾆﾃｨ内の活動情報共有

 店舗への買い物注文

 隣人、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱとのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

・ｺﾐｭﾆﾃｨの一体感を醸成

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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1.4. ｺﾐｭﾆﾃｨ内における職の提供 (あくまで1案)

ｺﾐｭﾆﾃｨ内の無職の50～60歳代の男性
に対し、ｺﾐｭﾆﾃｨ内の簡易な職を提供

・ 孤独死の発生が多いｸﾞﾙｰﾌﾟのｺﾐｭﾆﾃｨ
参加を促進

・ 結果として独居死を予防できると期待【ｺﾐｭﾆﾃｨ内の仕事の例】

・ 集会所、談話室の維持・管理

・店舗経営の支援

・ｺﾐｭﾆﾃｨ清掃

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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2. 医療

2.1. 東北地方の医療が抱える課題

2.2. 被災3県の医療機能被害状況 (4月24日時点)

2.3. 震災被害が医療に与える課題

2.4. 短期的な解決策案

2.5. 中長期的な解決策案

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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2.1. 東北地方の医療が抱える課題（1次分析）

東北地方は日本共通、及び東北固有の課題を抱えている。（1次分析）

(ｸﾘﾆｯｸ、診療所)

(市民病院、総合病院)

(大学病院)

在宅医療の不足 家庭医の不足 医療間連携不足 医師数の不足

看護師の不足

ｺﾒﾃﾞｨｶﾙの不足

救急医療の破綻

地域医療支援病院

特定機能病院

一般病院患者

医療ｱｸｾｻﾋﾞﾘﾃｨの不良

日
本
共
通

東
北
固
有

医
療
間
連
携

医
療
間
連
携

外来

外来

外来

課題 21 課題 22 課題 23 課題 24

課題 25

課題 26

課題 27

課題 28

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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2.2. 被災3県の医療機能被害状況(4月24日時点)

被災した東北3県の医療機能の被害を見ると、1ヶ月後においても相当数が機能を制限されている。

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと

岩手県

宮城県

福島県

久慈医療圏

宮古医療圏

釜石医療圏

気仙医療圏

気仙沼医療圏

石巻医療圏

仙台医療圏

相双医療圏

いわき医療圏

1

2

3

4

5

6

7

8

9

1

2

3
4

5

6
7

8

9

(出典：2011年4月24日 朝日新聞よりes分析)

医院の診療休止

20%

6%

34%

6%

43%

9%

64%

6%

N/A

病床の使用不能

21%

5%

26%

12%

44%

10%

18%

0%

86%

病院の診療制限

46%

17%

54%

15%

50%

33%

71%

0%

94%

被害の比率
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2.3. 震災被害が医療に与える課題

震災により多くの医療機関が通常のｻｰﾋﾞｽを提供できない被害を受けた。

機能停止診療科の増加 入院機能の低下診療休止医院の多発

(ｸﾘﾆｯｸ、診療所)

(市民病院、総合病院)

(大学病院)

地域医療支援病院

特定機能病院

一般病院患者

医
療
間
連
携

医
療
間
連
携

外来

外来

外来

課題 29 課題 210 課題 211

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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2.4. 短期的な解決策 (あくまで1案)

震災で失った最低限の医療機能の復旧と同時に新しい医療体制を設計し、必要な機能を構築する。

医療連携ｲﾝﾌﾗ整備家庭医の育成患者宅の医療ｲﾝﾌﾗ整備
-安全性の高いITｼｽﾃﾑの導入
-電子ｶﾙﾃの導入

-専門ｶﾘｷｭﾗﾑの選定
-家庭医専門医認定制度導入

-健康測定、健康維持ｲﾝﾌﾗ設置
-家庭医連絡ｲﾝﾌﾗ設置

復旧と合わせた新体制設計
-医療機関の機能分化
-地域医療機関同士のﾈｯﾄﾜｰｸ化

(ｸﾘﾆｯｸ、診療所)
一般病院

(市民病院、総合病院)
地域医療支援病院

(大学病院)
特定機能病院

患者

外来

外来

外来

紹介

紹介

紹介

紹介

紹介

【課題④～⑦、⑨～⑪】 【課題①、②】 【課題③】【課題①、②】解決策 21 解決策 22 解決策 23 解決策 24

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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2.5. 中長期的な解決策 (あくまで1案)

構築した新医療体制同士や地域を繋ぐことで地域間ﾈｯﾄﾜｰｸを構築し、震災等のﾘｽｸを軽減する。

地域間ﾈｯﾄﾜｰｸ構築
・情報(電子ｶﾙﾃ)
・物資(医薬資材)
・人材(医師等)
・ｻｰﾋﾞｽ(遠隔医療)

一般病院

地域医療支援病院

特定機能病院

患者

外来

外来

外来

紹介

紹介

紹介

紹介

紹介

一般病院

地域医療支援病院

特定機能病院

患者

外来

外来

外来

紹介

紹介

紹介

紹介

紹介

一般病院

地域医療支援病院

特定機能病院

患者

外来

外来

外来

紹介

紹介

紹介

紹介

紹介

地域A

地域C地域B
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3. 金融

3.1. 資金需要の想定

3.2. 被災地への資金供給予定と課題(仮説)
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3.1. 資金需要の想定： 企業の震災被害状況

(出典： 東京商工ﾘｻｰﾁ 2011年4月8日)

東京商工ﾘｻｰﾁの調査によると、調査対象の6割超が震災で何らかの被害を受けており、建物破
損、設備被害などの被災を受け、基礎的な事業復旧だけでも多額の費用が想定される。

一部事業所
の営業・操業

停止
34%

被害が一部・
軽微
24%

一部事業所
の再開見通

し立たず
6%

影響なし
31%

その他
5%

※ 株式上場している3,639社のうち、震災に関するﾘﾘｰｽを出した
1,908社を対象とした調査

※ 株式上場している3,639社のうち、震災に関するﾘﾘｰｽを出した
1,908社を対象とした調査

415

288

204

202

189

175

102

726

0 200 400 600 800

建物損壊

設備被害

ライフライン

在庫品等損傷

確認中

什器・備品等損傷

停電

供給滞り

被災内容東日本大震災による企業の被害状況

ﾗｲﾌﾗｲﾝ

(件)
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3.1. 資金需要の想定： 住宅・教育施設の震災被害状況

■建築物被害(岩手県・宮城県・福島県)

全壊 74,379戸

半壊 18,303戸

一部損壊 45,577戸

＊津波により水没し壊滅した地域があり、全容把握ではない
(出典：福島県・岩手県・宮城県のｳｪﾌﾞｻｲﾄより)

■教育施設被害(岩手県、宮城県、福島県)

2,355ヶ所

建築物被害は約14万戸にのぼり、大きな財政支援が必要となる。

東日本大震災による住宅の被害状況

(出典：文部科学省「東日本大震災による被害情報について(第84報)」)
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3.1. 資金需要の想定： 避難者数

(出典：警察庁ｳｪﾌﾞｻｲﾄより)

東北3県における避難者数は合計約10.9万人であり、拠点や物資の提供とあわせて、生活支援金
の提供も必要となることが予想される。

岩手県 41,521人

宮城県 40,807人

福島県 26,561人

東日本大震災による避難者数
(4月26日10時時点)
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政府政府

3.2. 被災地への資金供給予定と課題 (仮説)

政府 金融機関 自治体 被災地

復旧・
復興基金

復旧・
復興基金

支援財源の確保

生活者生活者

事業者事業者

通帳・証跡がない

個人貸付が得られない

政府系金融
機関

政府系金融
機関

民間金融機関民間金融機関

二重融資による
信用ﾘｽｸの高まり

財務省財務省

経産省経産省

日本銀行日本銀行

資金不足による自社事業
とｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの維持が
困難

事業復興計画の策定と
必要資金額の算定

予算措置

管理の緩和
監督の弾力化

金融庁金融庁

損保支払(1,860億円規模)
・かんぽ生命保険：約700億円

保険金が受け取れない
•津波は火災保険対象外
•「流された車」は保険対象外

日本郵政日本郵政

日本政策
金融公庫
日本政策
金融公庫

・低利融資制度(日本政策金融公庫)/災害復旧支援資金
・被災信金に1200億円低利融資
・農林業者向け：600万円を上限とした運転資金供給
・無利子融資枠設定(農林中央金庫)農家：2500億円/漁業者500億円
・保険支払の早期化(生保：約1780億円/損保：約1860億円)
・保険料/ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ振込期限の猶予拡大
・取引銀行以外での預金の払戻し(ﾄﾏﾄ銀行)
・ﾛｰﾝ残債の肩代わり、返済一次猶予、住宅再建・補修の低利融資
・証券取引所による管理ﾙｰﾙの緩和(東証)

損保損保

生保生保

住宅金融
支援機構
住宅金融
支援機構

・新設口座 本人確認書類で開設可能に改正

社会福祉協議会社会福祉協議会

信用保証協会信用保証協会

無利子貸付/預金払戻し
・被災世帯上限10万円貸付
(社会福祉協議会)

JAﾊﾞﾝｸJAﾊﾞﾝｸ

銀行(15)銀行(15)

信金(27)
信組(9)
信金(27)
信組(9)

資金供給

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ

地震保険金原資
2000億円

低利融資/損保支払/預金払戻し

県庁県庁

運用方法

ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの複雑化による
産業への影響度判断が困難

労金(1)
農協(69)
労金(1)
農協(69)

()内は東北財務局登録機関数

課題 21 課題 22 課題 23

課題 24

課題 25

課題 26

課題 27

課題 28

課題 29

計画が発表されている支援資金を被災地に供給するにあたり、下記のような課題が想定される。
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4. 雇用

4.1. 産業・雇用の回復にめどたたず

4.2. 沿岸部で雇用基盤が消失

4.3. 短期的な解決策： 「くらし」立上げに同期した雇用提供 (あくまで1案)

4.4. 中長期的な解決策： 農業・漁業の早期復旧 (あくまで1案)
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4.1. 産業・雇用の回復にめどたたず

被災地の80%において、産業・雇用の回復が、

｢全くめどたたず｣、又は「ほとんどめどたたず」

の状態 (NHKｽﾍﾟｼｬﾙ 2011年4月23日)

■めどたった
■ある程度めどたった
■ほとんどめどたたず
■全くめどたたず
■その他

(出典：2011年4月23日 NHKｽﾍﾟｼｬﾙ「被災地は訴える～復興への青写真」)

釜石市

南三陸町

南相馬市
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4.2. 沿岸部で雇用基盤が消失

水産業の被害 6,548億円農業の被害総額 7,289億円

被災地沿岸部では雇用基盤となる農業、水産業などの
産業ｲﾝﾌﾗが津波により消失

・ 短期的 ： 従前産業による雇用は不可能

・ 中長期的 ： 従前産業復興なしに雇用創出は不可能
(中長期的雇用対策≒産業復興・復旧)

(2011年4月25日17:00現在)

(出典：農林水産省ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞよりes分析)

漁船

18,936隻/1,237億円

漁港施設

319漁港/4,119億円

養殖関連施設

1,008億円

市場/加工施設

184億円

流出・冠水等被害

田畑耕地面積 23,600ha

農地の損壊

2,062箇所/3,755億円

農業用施設の損壊

10,546箇所/3,051億円

農業畜産関係施設

367億円

農作物、家畜等

115億円
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4.3. 短期的な解決策： ｢くらし｣立上げと同期した雇用提供 (あくまで1案)

「くらし」の立上げのため
に多くの作業が発生

(出典： NHKｳｪﾌﾞﾍﾟｰｼﾞ、国土交通省資料からes分析)

雇用提供の必要性

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと

「くらし」の立上げ

・ 高齢者生活立ち上げ支援

・ 仮設住宅ｺﾐｭﾆﾃｨの運営

・ ｺﾐｭﾆﾃｨの情報発信 など

・ がれき処理 (着手済)

・ ﾘｻｲｸﾙ分別

・ 塩害農地の除塩作業の支援 など

仮設住宅の立上げ・運営に必要な作業

街/港/農地の復旧に必要な作業

仮設住宅

・必要戸数 ： 72,000 戸

・完成見込戸数： 約30,400 戸(5月末)

がれきの山積み

(4月26日時点の国土交通省公表資料より)
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4.4. 中長期的な解決策： 農業・漁業の早期復旧 (あくまで1案)

農業・水産業の復旧・復興なしには中長期
の雇用創出は不可能

・地場産業/地元の強い希望

農業の復旧・復興のﾎﾟｲﾝﾄ
・ 耕作地の大規模集約化

・ 石灰散布/ 淡水・排水

・ 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ活用による新たな収入源

・ 生産効率化による安価な農作物の生産

・ 太陽光など再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ活用

・ 無ｶﾘｳﾑ処理したﾋﾏﾜﾘによる除染

・ 加工から販売までの機能集約による効率化

・ 奥地への住宅・住居移転

・ｽｷﾙｾｯﾄが独特なため他業種への転向困難

南三陸町漁業継続意思ｱﾝｹｰﾄ
(宮城県漁協志津川支所が229名を対象に実施)

(出典： ｻﾝｹｲﾆｭｰｽよりes分析)

約9割が継続を希望

水産業の復旧・復興のﾎﾟｲﾝﾄ
・ 漁港における瓦礫処理

・ 株式会社化/国有化

・ ｢くらし｣立上げと同期した雇用

・ 漁港・水産加工の集約

・ ﾏﾘﾝｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ構想

・ 高台移転/高層化/地盤嵩上げ

・ 市場のｼｮｰｹｰｽ化

・ ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞなﾒｯｾｰｼﾞ配信

継続意思あり

202人

継続意思なし

27人

5. 農業

6. 水産業
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5. 農業

5.1. 従来からあるコメの課題

5.2. 従来からある野菜の課題

5.3. 日本の食を支える東北地域の重要性

5.4. 震災による被害と課題

5.5. 「農業王国」復活に向けた解決策

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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5.1.1. 従来からあるコメの課題 ( ～ )

富山県 石川県 愛媛県富山県 石川県 愛媛県
-10

0

10

20

30

40

50

60

70

80

(千t)

･･････

過剰生産している県 生産調整に従っている県

福島県 千葉県 茨城県福島県 千葉県 茨城県

対応に乖離

超
過
生
産
量
（／
年
）

1 困難な生産調整 2 ｺﾒ生産者の減少

0

50

100

150

200

250

300

1985年 1990年 1995年 2000年 2003年

（万人）

259万人

130万人

減少傾向

米
生
産
者
数

(出典：農林水産省 平成15年産米 米穀生産者の階層別売渡状況調査結果表よりes分析)

3 耕作放棄地の増加 4 過剰作付の活用不足
（万ha）

40

20

10

30

0
1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年

13.1万ha

38.6万ha

増加傾向

耕
作
放
棄
地

(出典：農林水産省 耕作放棄地の現状と課題(H20年)よりes分析)

主食米用作付 調製作付

約60% 約40%

国内水田の生産能力

主食米

飼料米

米粉

転作･･･

活用不足分

作
付

用
途

(出典：農林水産省 北陸農政局「なぜ、いま生産調整？」(2008年5月版)よりes分析)

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと

1 4



100Copyright © 2011 e-solutions All Rights Reserved.
STRICTLY CONFIDENTIAL

20110429 東日本大震災復興に向けて（Ver.1）
複合的被害と創造的復興の一考察 SCP000-01

5 流通ﾏｰｼﾞﾝの高さ 6 主食用米の消費量減少

7 ﾐﾆﾏﾑｱｸｾｽ米の輸入 8 少ない輸出量

-5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年

流通ﾏｰｼﾞﾝのみ微増

（円）

米価

生産者ﾏｰｼﾞﾝ

流通ﾏｰｼﾞﾝ

米
価
お
よ
び
生
産
者
・流
通
マ
ー
ジ
ン

(出典：農林金融 2005.3. 「米流通制度改革と米価の動向」よりes分析)

40

(kg)

50
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70

80

90

100

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年

約87kg

約67kg

減少傾向

国
内
消
費
仕
向
量
（／
人
・年
）

20
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100

0

(万ﾄﾝ)

ミ
ニ
マ
ム
ア
ク
セ
ス
米
輸
入
量

1995年 1997年 1999年 2001年 2003年 2005年 2007年

約80万ﾄﾝ（国内生産の1割にあたる）

(出典：農林水産省ﾃﾞｰﾀよりes分析)

10

8

6

4

2

0

(%)

2000年

減少傾向

6.7%

4.9%

2.5% 3.0%
2.2%

2.0% 1.9%

2006年2005年2004年2003年2002年2001年

生
産
量
に
対
す
る
輸
出
割
合

(出典：農林水産省 食料需給表よりes分析)
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消費流通(生鮮食品) 加工・製造 小売・外食国

小売

食品製造
外食

商社

卸売業者

農協

国
内

海
外

海外流通

生産・流通・消費の各段階における主要なﾁｬﾈﾙとそれぞれの取扱量をもとに、ｺﾒの抱える課題を
検討する。

生産

856万t
生産量

備蓄

49万t

政府米
(備蓄)

(ｲﾒｰｼﾞ図)

535万t

取扱量

321万t

農協外
流通量

383万t

取引量 49万t

中食用
使用量

413万t

小売
販売量

(ﾃﾞｰﾀなし)

使用量

270万t
使用量

海外生産

2万t

輸出量

水田

農家2

3

4

6

8

5

国際
規制

農水省

80万t

輸入量

過剰作付の
活用不足

耕作放棄地
の増加

米生産者の減少

困難な生
産調整

ﾐﾆﾏﾑｱｸｾｽ
米の輸入

流通ﾏｰｼﾞﾝの高さ

主食用米の
消費量減少

少ない輸出量

1

7

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと

5.1.2. 従来からあるコメの課題 (まとめ)



102Copyright © 2011 e-solutions All Rights Reserved.
STRICTLY CONFIDENTIAL

20110429 東日本大震災復興に向けて（Ver.1）
複合的被害と創造的復興の一考察 SCP000-01

5.2.1. 従来からある野菜の課題 ( ～ )

1 労働力の減少
（万人）

2005年1995年 2000年1990年1980年 1985年

減少傾向

0

50

100

150

200

250

300

129万人

230万人

野
菜
農
家
従
事
者
数

（万人）

2005年1995年 2000年1990年1980年 1985年

減少傾向

0

50

100

150

200

250

300

129万人

230万人

野
菜
農
家
従
事
者
数

（出典：月報野菜情報 2008年1月よりes分析）

(千ha)

506千ha

2005年1995年 2000年

400

500

600

1990年1980年 1985年

減少傾向

631千ha

野
菜
作
付
面
積

(千ha)

506千ha

2005年1995年 2000年

400

500

600

1990年1980年 1985年

減少傾向

631千ha

野
菜
作
付
面
積

※平成4年よりばれいしょを統計に追加

作付け面積の減少2

3 加工・業務用への未対応

1990年 1995年 2005年2000年

(%) 

1980年 1985年

23
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47 51 54 55

77
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53 49 46 45
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20

40
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消費用
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業務用

野
菜
の
用
途
別
割
合

40
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80

100

2 31990年 402000年 2005年
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減少傾向国
産
野
菜
の
加
工
・
業
務
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(%) 

1980年 1985年
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77
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53 49 46 45
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20

40

60

80

100

増加傾向

家計

消費用

加工・

業務用

野
菜
の
用
途
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割
合

1990年 1995年 2005年2000年

(%) 

1980年 1985年

23
36

47 51 54 55

77
64

53 49 46 45

0

20

40

60

80

100

増加傾向

家計

消費用

加工・

業務用

野
菜
の
用
途
別
割
合

40

60

80

100

2 31990年 402000年 2005年

88%

74%

68%

減少傾向国
産
野
菜
の
加
工
・
業
務
用
シ
ェ
ア

(%) 

(出典：月報野菜情報 2008年12月よりes分析)

規格外品

33%
（約32万ﾄﾝ）

きゅうりの規格外品量
(年間生産量約97万ﾄﾝ)

規格外品

33%
（約32万ﾄﾝ）

きゅうりの規格外品量
(年間生産量約97万ﾄﾝ)

4 大量の規格外品

32%
（約15万ﾄﾝ）

規格外品

にんじんの規格外品量
(年間生産量約45万ﾄﾝ)

32%
（約15万ﾄﾝ）

規格外品

にんじんの規格外品量
(年間生産量約45万ﾄﾝ)

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと

1 4



103Copyright © 2011 e-solutions All Rights Reserved.
STRICTLY CONFIDENTIAL

20110429 東日本大震災復興に向けて（Ver.1）
複合的被害と創造的復興の一考察 SCP000-01

5 大量廃棄

野菜

果物

魚介類

穀類4.5%

肉類2.8%

乳製品 1.4%

調理加工食品

その他

43.2%

15.0%
8.0%

15.8%

9.3%

約475万トン

の廃棄

約58%
約42%

家庭の食べ残し

食品ﾒｰｶｰや流通
業界からの廃棄

年間の食品廃棄量1,900tの内訳 家庭の食べ残しの内訳

野菜

果物

魚介類

穀類4.5%

肉類2.8%

乳製品 1.4%

調理加工食品

その他

43.2%

15.0%
8.0%

15.8%

9.3%

約475万トン

の廃棄

野菜

果物

魚介類

穀類4.5%

肉類2.8%

乳製品 1.4%

調理加工食品

その他

43.2%

15.0%
8.0%

15.8%

9.3%

約475万トン

の廃棄

約58%
約42%

家庭の食べ残し

食品ﾒｰｶｰや流通
業界からの廃棄

年間の食品廃棄量1,900tの内訳 家庭の食べ残しの内訳

(出典：毎日新聞「食品廃棄物」2008年11月29日よりes分析)
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一
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当
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り
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消
費
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2005年1980年 1990年 2000年1995年1985年
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一
人
当
た
り
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野
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費
量

115kg/年

94kg/年

6 野菜消費量の減少

(出典：農林水産省「食料需給表」よりes分析)

0

100

200

300

400

1999年 2005年

たまねぎ ニンジン ねぎ キャベツ

1999年 2005年 1999年 2005年 1999年 2005年

(千ﾄﾝ)

生
鮮
野
菜
輸
入
量

358千ﾄﾝ

増加

223千ﾄﾝ

50千ﾄﾝ

101千ﾄﾝ増加

71千ﾄﾝ

30千ﾄﾝ

増加

42千ﾄﾝ

69千ﾄﾝ
増加

0

100

200

300

400

1999年 2005年

たまねぎ ニンジン ねぎ キャベツ

1999年 2005年 1999年 2005年 1999年 2005年

(千ﾄﾝ)

生
鮮
野
菜
輸
入
量

358千ﾄﾝ

増加

223千ﾄﾝ

50千ﾄﾝ

101千ﾄﾝ増加

71千ﾄﾝ

30千ﾄﾝ

増加

42千ﾄﾝ

69千ﾄﾝ
増加

7 輸入野菜の流入

(出典：財務省「貿易統計」、農林水産省「青果物卸売市場調査報告」「野菜政策に関する研究会」よりes分析)
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消費流通(生鮮食品) 加工・製造 小売・外食国

農水省 小売

食品製造

商社

卸売業者

農協

国
内

海
外

海外流通

生産・流通・消費の各段階における主要なﾁｬﾈﾙとそれぞれの取扱量をもとに、野菜の抱える課題
を検討する。

生産

海外
農家

(ｲﾒｰｼﾞ図)

畑

1,432万t

生産量

？万t

規格外
廃棄量

1,172万t

取扱量

84万t

304万t

使用量

・つけもの：97万t
・ｹﾁｬｯﾌﾟ ：12万t
・ｿｰｽ ：52万t

2,117万t

取引量
1091

万t

1)

57万t
3万t

5万t

325万t

輸入量

万t
輸出量

720万t

販売量

2)

128万t

使用量

2)

外食

56万t

475万t

廃棄量
?万t

廃棄量

(出典：農林水産省 食料需給表等よりes分析)
1)延べの数値(農水省偏 野菜生産流通統計より)
2) 数値は基本的に生鮮野菜のみの数値であり加工食品は含まない。

国際
規制

農家

加工・業務用への未対応

作付面積の減少

労働力
の減少

大量の規格外品
大量の廃棄

輸入野菜
の流入 野菜消費量

の減少

1

2

3
4 5

6

7
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5.3. 東北のコメ・野菜の生産量

青森・岩手など東北地方6県のｺﾒの生産量は全国の25%を、群馬・千葉を加えた11県では野菜はﾆ
ﾝﾆｸをはじめ12品目40%以上を占めており、日本の食を支える重要な役割を担っている。

東北6県
青森県、岩手県、
宮城県、秋田県、
山形県、福島県

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
(%)

ﾆﾝﾆｸ

ｺﾞﾎﾞｳ

秋冬ﾈｷﾞ

ﾈｷﾞ

秋冬白菜

ﾚﾝｺﾝ

ﾎｳﾚﾝ草

枝豆

ｼｭﾝｷﾞｸ

ﾁﾝｹﾞﾝ菜

白菜

ｷｬﾍﾞﾂ

78%

66%

58%

57%

52%

51%

50%

50%

48%

42%

42%

41%

主な農作物12品目の11県のｼｪｱｺﾒの東北6県のｼｪｱ

25%

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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5.4. 震災による農業被害

震災により、岩手・宮城・茨城を中心に8,300億円超の被害が発生している。

1. 被災地
岩手県

宮城県

茨城県

・
(農地の浸水や用排水機場、
倉庫の損壊などの農業関連)

・
(農地の浸水や施設損壊)

・
(用水施設損壊)

経済損失/被害額

釜石市

南三陸町

4県の被害額：

約8,400億円

・津波による塩害

・地震による農地損壊

・農業用施設の損壊

・農作物・家畜等の被害
・農業生産者の死亡・負傷

(2011年4月15日時点)

約812億円

約4.834億円

約250億円

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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5.5. 農業： 解決策 (あくまで１案)

解決策として、耕作地の大規模集約や自然ｴﾈﾙｷﾞｰ活用による新たな収入源の確保など8つが考
えられる。

課題 21

課題 25

競争力ある
農作物

利用ｴﾈﾙｷﾞｰ

農業生産者

機械化

土壌

耕作地

農産物の
生産性

放射能汚染による風評被害

農業生産者の被災

保有機械の転売・放出

放射能による土壌の汚染

加工・製造・流通
それぞれの機能の分散

小規模な耕作放棄地の点在

化石燃料の使用による
環境負荷

水田亀裂

津波
安全性

他産業との
連携

製造・加工
産業の
生産性

課題 22 除塩までの長い期間

課題 23

課題 28

課題 24

課題 26

課題 27

震災による甚大な
被害の発生可能性

課題 210

耕作地の大規模集約化

生産効率化による
安価な農作物の生産

太陽光など再生可能
ｴﾈﾙｷﾞｰ活用

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ活用に
よる新たな収入源の確保

加工から販売までの
機能集約による効率化

奥地への住宅・住居移転

解決策 21

解決策 23

解決策 24

解決策 25

無ｶﾘｳﾑ処理した
ﾋﾏﾜﾘによる除染

解決策 26

解決策 27

解決策 28

石灰散布/淡水・排水解決策 22

あくまでも１案

①困難な生産調整(野菜)

②作付面積の減少(ｺﾒ)

③耕作放棄地の増加(ｺﾒ)

③加工・業務用への未対応(野菜)

⑦ﾐﾆﾏﾑｱｸｾｽ米の輸入(ｺﾒ)

①労働力の減少(野菜)

②ｺﾒ生産者の減少(ｺﾒ)

④大量の規格品外(野菜)

震災による課題従来からの課題

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと



108Copyright © 2011 e-solutions All Rights Reserved.
STRICTLY CONFIDENTIAL

20110429 東日本大震災復興に向けて（Ver.1）
複合的被害と創造的復興の一考察 SCP000-01

6. 水産業

6.1. 従来からある水産業の課題

6.2. 震災による課題ﾒｶﾆｽﾞﾑの変化

6.3. 解決策 (あくまで1案)

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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6.1.1. 従来からある水産業の課題 ( ～ )

漁業就業者の減少 漁船の高齢化

漁獲規制 魚介類の乱獲

1985年 1990年 1995年 2000年 2005年1980年0

10

20

30

40

50
(万人)

年々減少傾向

約25万人

約41万人

漁
業
就
業
者
数

製造後20年超
経過した漁船の割合

約41.9％

約58.1％
20年以内に製造
された漁船の割合

※ 漁船の耐用年数：9～12年

(出典：農林水産省ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞよりes分析)

遠
洋
漁
業
の
漁
獲
量

0

100

200

300
(万ﾄﾝ)

1980年 2005年

217万ﾄﾝ

60万ﾄﾝ

急減

(出典：北海道大学松石研究室資料よりes分析)

200海里規制などの
国際的な漁獲規制

豊富に
資源あり

約19％

約34％
ほどほどに
資源あり

枯渇する
可能性あり

約43％

(出典：水産庁、WWF資料よりes分析)

(出典：水産庁 水産白書資料よりes分析)

1 2

3 4

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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藻場・干潟の減少 規格外品の廃棄

魚ｱﾗの回収不足 安価な輸入品

0

5

10

15

20

25

1978年 21998年

約21万ha

約14万ha

3割減少

藻
場
の
面
積

(万ha) (万ha)

干
潟
の
面
積

0

2

4

6

8

10

1978年 1998年

約8.3万ha

約4.9万ha

4割減少

(出典：水産庁 水産白書資料よりes分析)

50％以上

規格外として廃棄

されている魚

※廃棄理由：
市場や水産会社が設定
する規格よりも小さいなど

市場に流通
している魚

(出典：日経MJ 2008年12月17日よりes分析)

輸入品と比較して、
国産の課題を価格
が高いと回答した割合

約64.2％

約35.8％

「価格が高い」と回答

しなかった割合

(出典：農林漁業金融公庫 輸入農水産物の調達に関する調査よりes分析)

約32％

約68％

未回収の魚ｱﾗ

(約1/3が未回収)

回収された
魚ｱﾗ

(出典：京都新聞 2008年4月12日よりes分析)

5 6

7 8

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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国

国
内

6.1.2. 従来からある水産業の課題 (まとめ)

従来からある課題は「漁獲能力の低下」、「ｺｽﾄ負担の増加」、「販売価格の下落」に集約され、漁
業就業者の現象を通じて水産業衰退を招いている。

(出典：農林水産省 食料需給表・食品流通構造調査(水産物調査)報告よりes分析)

生産

農水省

海
外

国際
会議

海外漁獲

漁師

近海

藻場・干潟

遠洋 漁業就業
者の減少

藻場・干潟
の減少

魚介類の
乱獲

漁獲規制

規格外品
の廃棄

漁船の高齢化

販売価格
の下落

消費流通(生鮮食品) 製造 小売・外食

小売

食品製造

外食

商社

卸売
業者

漁協

海外流通

安価な輸入品

漁港/水産加工

中間ﾏｰｼﾞﾝ
の圧迫

魚ｱﾗの
回収不足

ｺｽﾄ負担
の増加

漁獲能力
の低下

市場価格
の下落

水産業の衰退

1

2

3

4

5
6 7

8
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6.2. 漁船・漁港の壊滅的被害

津波により、特に岩手・宮城・福島県の漁船・漁港の被害が大きい。

岩手県

宮城県

福島県

茨城県

漁船の被害 漁港の被害

10,522 隻

9,470 隻

13,570 隻

12,011 隻

1,068 隻

896 隻

1,215 隻

249 隻

90％以上

89％

84％

20％

10 漁港

10 漁港

24 漁港

15 漁港

111 漁港

105 漁港

142 漁港

142 漁港

95％

100％

100％

63％

(出典：農林水産省)

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと



113Copyright © 2011 e-solutions All Rights Reserved.
STRICTLY CONFIDENTIAL

20110429 東日本大震災復興に向けて（Ver.1）
複合的被害と創造的復興の一考察 SCP000-01

国

国
内

6.3.1. 水産業の課題と解決策 (あくまで1案)

課題のﾒｶﾆｽﾞﾑを断ち切り、次世代の水産都市へ復興するために、検討されている解決策を組み
合わせ、複合的に課題を解決していくことが重要である。

生産

農水省

海
外

国際
会議

海外漁獲

漁師

近海

漁業就業
者の減少

藻場・干潟
の減少

魚介類の乱獲

漁獲規制

規格外品の廃棄漁船の高齢化

漁師の販売
価格低下

消費流通(生鮮食品) 製造 小売・外食

小売

食品製造

外食

商社

卸売
業者

漁協

海外流通

安価な輸入品

漁港/水産加工場

中間ﾏｰｼﾞﾝ
の圧迫

魚ｱﾗの
回収不足

漁師の
ｺｽﾄ増加

市場価格
の下落

漁船・漁港の
壊滅的被害

安心・安全
の喪失

低い漁獲
能力

解決策 1 解決策 4解決策 3 解決策 5

漁港における
瓦礫処理

「くらし」立上げ
と同期した雇用

漁港・水産
加工の集約

ﾏﾘﾝｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ
構想

ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞな
ﾒｯｾｰｼﾞ配信

解決策 8解決策 6

高台移転/高層化
/地盤嵩上げ

市場/水産加工
のｼｮｰｹｰｽ化

解決策 7

株式会社化
/国有化

解決策 2

：震災による課題

【短期】 地元との繋がり維持 【長期】 設備の効率化 【中期】 津波対策 【短/中期】 ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ/認知度向上

遠洋

藻場・干潟

水産業の衰退

風評被害
の広がり
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6.3.2. 解決策による効果

漁港・水産加工の集約

(出典：農林水産省提供資料よりes分析)

（出典：神奈川県公表資料よりes分析)

２２漁港の陸揚
機能を集約

（成功事例：高知県 田ノ浦漁港）

陸揚げ～出荷作業時間

50％削減 （1.5→0.75時間）

市場集約による生産単価

８％ｱｯﾌﾟ （388→420円/kg）

解決策 4 ﾏﾘﾝｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ構想解決策 5

（出典：農林水産省提供資料よりes分析）

高台移転/高層化/地盤嵩上げ解決策 6

高台移転

地盤嵩上げ

高層化

市場/水産加工のｼｮｰｹｰｽ化解決策 7

集客力の向上

ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの確立

水産企業誘致

食品

食品加工

高機能飼料

研究・医薬用試薬

医療用材料

健康補助食品

水産物

食品

食品加工

高機能飼料

研究・医薬用試薬

医療用材料

健康補助食品

水産物

加工残渣の有効利用

次世代産業の創出

津波被害
の回避

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと



115Copyright © 2011 e-solutions All Rights Reserved.
STRICTLY CONFIDENTIAL

20110429 東日本大震災復興に向けて（Ver.1）
複合的被害と創造的復興の一考察 SCP000-01

7. 製造業

7.1. 東北の主要産業：製造業

7.2. 東北の自動車関連産業

7.3. 東北の半導体関連産業

7.4. 自動車産業の被害状況

7.5. 半導体産業の被害状況

7.6. 課題への対応状況について
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7.1. 東北の主要産業：製造業

東北6県に事業所をおく進出企業１万3553社を産業別に見ると、製造業が4,468社 (構成比：32.9%)で
ﾄｯﾌﾟになっている。

製造業: 4,468社 (構成比32.9%)

その他： 9085社
(構成比67.1％)

- 自動車関連

- 半導体関連

東北6県への進出企業
(1万3553社)

(出典: 東京商工ﾘｻｰﾁ「東日本大震災」関連調査 太平洋沿岸 東北4県44市区町村の震災前経済規模よりes分析) 

特に

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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7.2. 東北の自動車関連産業

東北は自動車産業の集積地として、日本の代表産業を支える重要な地域といえる。

(出典:東北地方整備局港湾空港部 平成22年度関連調査報告書よりes分析) 

多摩川精機(株) 八戸事務所 (八戸市)、福地第一・
第二工場 (三戸郡南部町)、三沢工場 (三沢市)

2000年創業。角度ｾﾝｻ (ｼﾝｸﾛ、ﾚｿﾞﾙﾊﾞ、ｴﾝｺｰﾀﾞ)、ﾓｰﾀ
(ｻｰﾎﾞﾓｰﾀ、ｽﾃｯﾌﾟﾓｰﾀ)、ﾄﾗｯｸﾎﾞｰﾙ、自動制御装置など

ﾌｧｲﾝｼﾝﾀｰ東北(株) (岩手県奥州市)

1990年設立。粉末治金部品など。

(株)ﾌﾀﾊﾞ平泉 (岩手西磐井郡平泉町)

2000年設立。ﾏﾌﾗｰやﾎﾞﾃﾞｰ部品など

ﾄﾖﾀ自動車東北(株) (宮城県黒川郡大和町)

1998年10月操業。小型乗用車向け環境対応型ｴﾝｼﾞﾝ
生産

ﾌﾟﾗｲﾑｱｰｽEVｴﾅｼﾞｰ (株) (宮城県黒川郡大和町)

2010年1月操業 (年間30万台)。
ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車向けﾆｯｹﾙ水素電池

大平洋工業(株)東北工場 (宮城県栗原市)

2010年稼働。自動車用ﾌﾟﾚｽ・樹脂製品

(株)ｹｰﾋﾝ角田工場 (宮城県角田市)

1969年稼働。ｴﾝｼﾞﾝ系の電子制御部品や燃料噴射
機器など高付加価値部品

ﾄﾖﾀ紡織東北(株) (岩手県北上市)

1993年稼働。ﾄﾖﾀ車のﾍﾞﾙﾀ、ｵｰﾘｽ、ﾌﾞﾚｲﾄﾞ、ﾗｳﾑなどの

自動車内装品 (ｼｰﾄ、ﾄﾞｱﾘｱﾑ等)製造

関東自動車工業(株)岩手工場
(岩手県胆沢郡金ヶ崎町)

1993年11月操業 (年間30万台) 。ｵｰﾘｽ、ﾌﾞﾚｲﾄﾞ、
ｶﾛｰﾗﾙﾐｵﾝ、ｲｽﾄ、ﾍﾞﾙﾀ、ﾗｸﾃｨｽ

ｱｲｼﾝ東北(株) (岩手県胆沢郡金ヶ崎町)

1992年設立。電子ｷｰ用ｱﾝﾃﾅなど電子部品、ﾊﾞﾙﾌﾞや
吸気用の駆動装置などｴﾝｼﾞﾝ関連部品

ﾄﾖﾀ紡織東北(株) (宮城県黒川郡大衡村)

2011年11月操業予定
自動車用ｼｰﾄ及び内装品

(株)東海理化電機製作所 (山形県山形市)

2007年設立。技術開発拠点

TDF(株) (宮城県柴田郡村田町)

1975年操業。自動車用鍛造製品

日産自動車(株) いわき工場 (福島県いわき市)

1994年操業。大排気量ｴﾝｼﾞﾝ

ｾﾝﾄﾗﾙ自動車(株)宮城工場
(宮城県黒川郡大衡村)

2011年1月稼働 (年間12万台予定)
ｶﾛｰﾗ、ﾔﾘｽ、ﾗｳﾑ

ｱｲｼﾝ高丘東北(株) (宮城県黒川郡大衡村)

2010年操業予定

(株)ﾃﾞﾝｿｰ東日本 (福島県田村市)

2011年5月年操業予定。ｶｰｴｱｺﾝ

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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7.3. 東北の半導体関連産業

携帯用の電子部品など、半導体関連産業の集積地としても重要拠点といえる。

(出典: 経済産業省 東北経済産業局 東北地域における半導体ﾃﾞﾊﾞｲｽ党に係る製造装置関連産業の競争力強化に関する調査より) 
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7.4. 自動車産業の被害状況

東北地方の部品供給不足により、日本全体の自動車産業への多大な影響がでている。

(出典: 2011年4月26日 日本経済新聞よりes分析) 

3月の合計減収額は１兆円規模

8社の国内生産台数

10,694合計

298三菱自

549ｽｽﾞｷ

681富士重

716ﾏﾂﾀﾞ

1,130日産

1,145ﾎﾝﾀﾞ

6,171ﾄﾖﾀ

減収額 (億円)

0

25

50

75

100

2010年3月 2011年3月

57.5％ 減
%
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7.5. 半導体産業の被害状況

世界ｼｪｱの55％を占める主要な半導体用ｼﾘｺﾝｳｪﾊ企業が被災し、半導体生産への影響が懸念さ
れている。

(出典: 信越化学ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ、2011年4月15日 Computerworld.jp、IDC Japan, April 2011、週間東洋経済2011年4月2日号よりes分析) 

■世界で約１割の半導体生産に影響の恐れ

半導体ｼﾘｺﾝｳｪﾊｰ世界ｼｪｱ 被害

■合計55%のｼｪｱを占める3社の工場が被災

・信越化学 ：白河工場 (山形県)

・SUMCO ：米沢工場 (福島県)

・MEMC ：宇都宮工場 (宇都宮、工場)

その他： 45％

信越化学：30％

SUMCO：20％

MEMC：5％
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7.6. 課題への対応状況について

しかしながら、政府、関連団体、企業の努力と底力により、生産活動、ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝは早期復旧の
見込みで、課題の影響は限定的とみられる。

課題 2

風評被害風評被害課題 1

供給力不足供給力不足課題 ２

企業の倒産増加企業の倒産増加課題 ３

産業の空洞化産業の空洞化課題 4

■政府による輸入規制撤廃の働きかけ

■業界団体(自動車工業界の輸出車検査等)による検査の強化
(2011年4月16日 NHKﾆｭｰｽより)

■ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝは早期復旧の見込み
震災直後はｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ、自動車、航空関連産業が生産を

縮小・停止していたが、順次生産を再開。
企業努力によりｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝは早期復旧の見込みで、

影響は限定的とみられる。
(2011年4月26日 経済産業省「東日本大震災後の産業実態緊急調査」よりes分析)
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8. 観光業

8.1. 従来からある観光の課題

8.2. 震災による観光産業への影響

8.3. 解決策 (あくまで1案)
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8.1.1. 従来からある観光の課題 ( ～ )

動画（ｼｮｰﾄﾑｰﾋﾞｰ）に
よる訴求していない

63％

県観光HPでの訴求方法
（n＝47）

動画での訴求事例： 北海道

外国人

ｽﾄｰﾘｰがなく
疑似体験に

至らず

四季それぞれの
自然を紹介

視聴

課題 21 直感的な魅力の訴求不足 課題 22 映画等の影響力あるｺﾝﾃﾝﾂ活用不足

課題 23 観光商品の訴求における連携不足 課題 24 多言語対応の地方観光地への波及不足

0

20

40

60

80

100

1 2 3

ｱﾒﾘｶ 韓国 日本

16％

79.5％

100％
100

80

60

40

20

0

米
韓
日
映
画
の
鑑
賞
経
験

自国の映画の海外
への配信不足

出典： ｼﾞｪﾄﾛ北京知的財産権部「中国ｺﾝﾃﾝﾂ市場における韓国企業の発展戦略と知財保護調査」

日本が舞台の映画（一例）

・
・
・

（％）
撮影場所

海外映画のﾛｹ誘致ができていない

撮影の多くをﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞで実施

【理由】
・ 税の還付金制度が整っている
・ 撮影環境（ｽﾀｯﾌ・機材）が整っている
・ 政府/自治体の協力体制
・ 撮影ｽﾀｯﾌが使い慣れている

・ 撮影の多くをｶﾘﾌｫﾙﾆｱで実施

【理由】
・ 日本の法制度や

自治体の協力体制が
整っていない

・ｸｰﾎﾟﾝ配布による店舗誘導

・現地ﾒﾃﾞｨｱを活用した情報発信

観光地観光地

国土交通省
観光庁/

国土交通省
観光庁/

外務省外務省

経産省経産省

宿泊
関連ｻｰﾋﾞｽ

宿泊
関連ｻｰﾋﾞｽ

飲食
関連ｻｰﾋﾞｽ

飲食
関連ｻｰﾋﾞｽ

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ
関連ｻｰﾋﾞｽ
ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ

関連ｻｰﾋﾞｽ

航空
関連ｻｰﾋﾞｽ

航空
関連ｻｰﾋﾞｽ

宿泊情報提供
関連ｻｰﾋﾞｽ

宿泊情報提供
関連ｻｰﾋﾞｽ

鉄道
関連ｻｰﾋﾞｽ

鉄道
関連ｻｰﾋﾞｽ

通信関連
ｻｰﾋﾞｽ

通信関連
ｻｰﾋﾞｽ

医療関連
ｻｰﾋﾞｽ

医療関連
ｻｰﾋﾞｽ

IT関連
ｻｰﾋﾞｽ
IT関連
ｻｰﾋﾞｽ

旅行代理
関連ｻｰﾋﾞｽ
旅行代理

関連ｻｰﾋﾞｽ

ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝの実施

ﾂｱｰ販売

利用

情報提供

情報提供

利用

AＥ観光関連ｻｰﾋﾞｽ自治体 交通ｲﾝﾌﾗ政府 外国人観光客付帯ｻｰﾋﾞｽＦＣ DＢ

HPや現地事務所による観光情報提供・ﾛｹｰ地撮影の誘致

飲食店情報
の提供

旅行商品
の販売

効果的なﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ
ﾒｯｾｰｼﾞに至らず

飲食情報提供
関連ｻｰﾋﾞｽ

飲食情報提供
関連ｻｰﾋﾞｽ

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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自治体連携による観光ﾙｰﾄの開発不足

往路

復路

「ｺﾞｰﾙﾃﾞﾝﾙｰﾄ」
関空→大阪→京都→
富士山→東京→成田

外国人観光客外国人観光客
「ﾛｹ地巡りﾙｰﾄ」
新千歳→札幌→小樽→
釧路→阿寒湖→能取岬
美瑛→新千歳

自治体連携に
よる観光ﾙｰﾄの
開発不足

課題 210課題 210

往路/復路

課題 27

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと

8.1.1. 従来からある観光の課題 ( )7
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課題は、運営組織に関する課題と、施策に関する課題に分けられる。

AＥ観光関連ｻｰﾋﾞｽ自治体 交通ｲﾝﾌﾗ

観光地観光地

政府 外国人観光客

国土交通省
観光庁/

国土交通省
観光庁/

外務省外務省

経産省経産省

宿泊
関連ｻｰﾋﾞｽ

宿泊
関連ｻｰﾋﾞｽ

飲食
関連ｻｰﾋﾞｽ

飲食
関連ｻｰﾋﾞｽ

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ
関連ｻｰﾋﾞｽ
ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ

関連ｻｰﾋﾞｽ

航空
関連ｻｰﾋﾞｽ

航空
関連ｻｰﾋﾞｽ

飲食情報提供
関連ｻｰﾋﾞｽ

飲食情報提供
関連ｻｰﾋﾞｽ

宿泊情報提供
関連ｻｰﾋﾞｽ

宿泊情報提供
関連ｻｰﾋﾞｽ

鉄道
関連ｻｰﾋﾞｽ

鉄道
関連ｻｰﾋﾞｽ

付帯ｻｰﾋﾞｽ

通信関連
ｻｰﾋﾞｽ

通信関連
ｻｰﾋﾞｽ

医療関連
ｻｰﾋﾞｽ

医療関連
ｻｰﾋﾞｽ

IT関連
ｻｰﾋﾞｽ
IT関連
ｻｰﾋﾞｽ

旅行代理
関連ｻｰﾋﾞｽ
旅行代理

関連ｻｰﾋﾞｽ

ＦＣ DＢ

誘致

移動

支援

支援

商品/ｻｰﾋﾞｽの提供

商品/ｻｰﾋﾞｽの提供

ﾂｱｰ申込み

ﾂｱｰ販売

利用

情報提供

情報提供

利用加盟/登録
移動

移動

移動

加盟/登録

ﾂｱｰ販売

利用

情報提供

利用

情報提供

直感的な魅力
の訴求不足

課題 21

映画等の影響
力あるｺﾝﾃﾝﾂ
活用不足

課題 22

観光商品の訴
求における連携
不足

課題 23

企業間連携
の促進不足

課題 25 多言語対応の
地方観光地へ
の波及不足

課題 24

実用化されない
ｼｰｽﾞｵﾘｴﾝﾃｯﾄﾞ
な開発

課題 26

自治体連携に
る観光ﾙｰﾄの
開発不足

課題 27

各地の成功事例
を全国展開する
仕組み不在

課題 28

運営組織
に関する課題

施策
に関する課題

AＥ観光関連ｻｰﾋﾞｽ自治体 交通ｲﾝﾌﾗ

観光地観光地

政府 外国人観光客

国土交通省
観光庁/

国土交通省
観光庁/

外務省外務省

経産省経産省

宿泊
関連ｻｰﾋﾞｽ

宿泊
関連ｻｰﾋﾞｽ

飲食
関連ｻｰﾋﾞｽ

飲食
関連ｻｰﾋﾞｽ

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ
関連ｻｰﾋﾞｽ
ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ

関連ｻｰﾋﾞｽ

航空
関連ｻｰﾋﾞｽ

航空
関連ｻｰﾋﾞｽ

飲食情報提供
関連ｻｰﾋﾞｽ

飲食情報提供
関連ｻｰﾋﾞｽ

宿泊情報提供
関連ｻｰﾋﾞｽ

宿泊情報提供
関連ｻｰﾋﾞｽ

鉄道
関連ｻｰﾋﾞｽ

鉄道
関連ｻｰﾋﾞｽ

付帯ｻｰﾋﾞｽ

通信関連
ｻｰﾋﾞｽ

通信関連
ｻｰﾋﾞｽ

医療関連
ｻｰﾋﾞｽ

医療関連
ｻｰﾋﾞｽ

IT関連
ｻｰﾋﾞｽ
IT関連
ｻｰﾋﾞｽ

旅行代理
関連ｻｰﾋﾞｽ
旅行代理

関連ｻｰﾋﾞｽ

ＦＣ DＢ

誘致

移動

支援

支援

商品/ｻｰﾋﾞｽの提供

商品/ｻｰﾋﾞｽの提供

ﾂｱｰ申込み

ﾂｱｰ販売

利用

情報提供

情報提供

利用加盟/登録
移動

移動

移動

加盟/登録

ﾂｱｰ販売

利用

情報提供

利用

情報提供

直感的な魅力
の訴求不足

課題 21
直感的な魅力
の訴求不足

課題 21課題 21

映画等の影響
力あるｺﾝﾃﾝﾂ
活用不足

課題 22
映画等の影響
力あるｺﾝﾃﾝﾂ
活用不足

課題 22課題 22

観光商品の訴
求における連携
不足

課題 23

観光商品の訴
求における連携
不足

課題 23課題 23

企業間連携
の促進不足

課題 25

企業間連携
の促進不足

課題 25課題 25 多言語対応の
地方観光地へ
の波及不足

課題 24
多言語対応の
地方観光地へ
の波及不足

課題 24課題 24

実用化されない
ｼｰｽﾞｵﾘｴﾝﾃｯﾄﾞ
な開発

課題 26

実用化されない
ｼｰｽﾞｵﾘｴﾝﾃｯﾄﾞ
な開発

課題 26課題 26

自治体連携に
る観光ﾙｰﾄの
開発不足

課題 27
自治体連携に
る観光ﾙｰﾄの
開発不足

課題 27課題 27

各地の成功事例
を全国展開する
仕組み不在

課題 28

各地の成功事例
を全国展開する
仕組み不在

課題 28課題 28

運営組織
に関する課題

施策
に関する課題

運営組織
に関する課題

施策
に関する課題

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと

8.1.2. 従来からある観光の課題 (まとめ)
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8.2.1. 震災による観光客の減少

訪
日
外
国
人

0

10

20

30

40

50

60

70

80

2010年
3月

(万人)

2011年
3月

昨年同期比
51%減少

震災後、草津温泉(群馬県)では客数が

一時、9割減少した。
(出典： 2011年4月8日 日本経済新聞)

東北・関東地方の宿泊予約が34万件以上
ｷｬﾝｾﾙされた。

(出典：2011年4月15日 日本経済新聞)

GWの国内旅行者が27.8%減少すると予測
されている。

(出典： 2011年4月19日 日経産業新聞)

訪日外国人の減少訪日外国人の減少 国内旅行者の減少国内旅行者の減少

震災後、訪日外国人数は51%減少し、国内旅行者もGWに27.8%減少すると予測されている。

観光の自粛

日本離れ

=

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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8.2.2. 偏りある報道

国内外ﾒﾃﾞｨｱの偏りある報道によって、被災地の状況や原発問題が過剰に深刻であるよう認識さ
れ、日本離れや東北の敬遠が起こっていると考えられる。

旅行者の

減少

旅行者の

減少
偏りある

報道
偏りある

報道

“放射能が極めて高く、日本の原発危機が深刻化している
と米国は認識”

日本離れ日本離れ

東北の
敬遠

東北の
敬遠

【海外】

【日本】

例：昨年同期比
51%減少

影響影響

課題 29

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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8.2.3. 楽しさの否定

震災の影響により、被災地以外においても旅行・宿泊、ﾌｧｯｼｮﾝの購入、ﾃｰﾏﾊﾟｰｸ来訪など楽しさ
につながる行動が抑制され、自粛ﾑｰﾄﾞが蔓延している。

旅行者の

減少

旅行者の

減少
楽しさの

否定
楽しさの

否定
自粛ﾑｰﾄﾞ
の蔓延

自粛ﾑｰﾄﾞ
の蔓延

消費意欲
の減衰

消費意欲
の減衰

例：昨年同期比
51%減少

旅行・宿泊

光熱・水道

ﾌｧｯｼｮﾝ

ﾃｰﾏﾊﾟｰｸなど
ﾚｼﾞｬｰ施設

外食

映画館・
美術館

震災により自粛しているもの

出典： 電通 「東日本大震災1カ月後の生活意識調査」

影響影響

課題 210

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと



129Copyright © 2011 e-solutions All Rights Reserved.
STRICTLY CONFIDENTIAL

20110429 東日本大震災復興に向けて（Ver.1）
複合的被害と創造的復興の一考察 SCP000-01

8.2.4. 消費意欲の減衰

将来への漠然とした不安などが原因となり、被災地以外の生活者による消費意欲が減退しており、
同じく自粛ﾑｰﾄﾞへと繋がっていると考えられる。

旅行者の

減少

旅行者の

減少
楽しさの

否定
楽しさの

否定
自粛ﾑｰﾄﾞ
の蔓延

自粛ﾑｰﾄﾞ
の蔓延

消費意欲
の減衰

消費意欲
の減衰

例：昨年同期比
51%減少

63%
消費を自粛

出典： 電通 「東日本大震災1カ月後の生活意識調査」

影響影響消費を自粛しているもの

課題 211

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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8.3.1. 観光業の課題と解決策 (あくまで1案)

従来からの課題に加え、震災により顕在化した課題に対しても解決策を実施する。

偏りある報道

楽しさの否定

消費意欲の減衰

課題 29

課題 210

課題 211

ﾈｯﾄを活用した“盛り上がり”の共有

著名人を活用した「安心・安全宣言」

節電に貢献する観光需要喚起

東北にゆかりのある著名人のｲﾍﾞﾝﾄ

映像を用いた「東北の魅力」・「安心感」訴求震
災
に
よ
る

従
来
か
ら
の

課題 21

課題 22

課題 23

課題 25

課題 24

課題 26

課題 27

課題 28

解決策 22

解決策 29

解決策 210

解決策 21

解決策 28

直感的な魅力の訴求不足

映画等の影響力あるｺﾝﾃﾝﾂの活用不足

観光商品の訴求における連携不足

企業間連携の促進不足

他言語対応の地方観光地への波及不足

実用化されないｼｰｽﾞｵﾘｴﾝﾃｯﾄﾞな開発

自治体連携による観光ﾙｰﾄの開発不足

各地の成功事例を全国展開する仕組み不在

映像を用いた「東北の魅力」・「安全性」訴求解決策 29

賛同の見える化による運動拡大解決策 26

企業連携による観光需要喚起解決策 23

ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ企業による賛同拡大解決策 24

日本の先端技術の活用解決策 25

国民のｾｸﾞﾒﾝﾄ別観光ﾒﾆｭｰ解決策 27

実施本部機能の構築解決策 212

ﾈｯﾄを活用した”盛り上がり”の共有解決策 210

解決策 (あくまで1案)解決策 (あくまで1案)

ｾｸﾞﾒﾝﾄ別のﾑｰﾌﾞﾒﾝﾄ解決策 211

課題課題

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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8.3.2. 節電として休暇を東日本で過ごす (一例)： ﾁｰﾑ・ﾏｲﾅｽ6%をﾓﾃﾞﾙとした国民運動

東京電力管内での節電方法として、長期・分散化する休暇を東日本で過ごしてもらう国民運動を
誘発する。

国
土
交
通
省

国
土
交
通
省

経
産
省

経
産
省

内
閣
府

内
閣
府

企業自治体 教育機関政府 首都圏国民各種団体

都道府県都道府県

経団連経団連

経済同友会経済同友会

全国子ども
会連合会

全国子ども
会連合会

ﾏｽﾒﾃﾞｨｱﾏｽﾒﾃﾞｨｱ

IﾒﾃﾞｨｱIﾒﾃﾞｨｱ

ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ企業ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ企業

ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ企業ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ企業

ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ企業ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ企業

ﾌｫﾛﾜｰ企業ﾌｫﾛﾜｰ企業

・
・・
・・
・

ﾌｫﾛﾜｰ企業ﾌｫﾛﾜｰ企業

・・
・
・・・

ﾌｫﾛﾜｰ企業ﾌｫﾛﾜｰ企業

・・・
・・
・

市町村市町村

・・・
・
・・

中学校中学校

高校・大学高校・大学

小学校小学校

②

夏
の
節
電

③

楽
し
い
休
暇
の
過
ご
し
方

目標項目

①

東
日
本
の
応
援

扶
養
有

扶
養
有

ｶｯﾌﾟﾙｶｯﾌﾟﾙ

扶
養
無

扶
養
無

従業員 家族
節電に貢献する観光需要喚起解決策 21解決策 2121

映像を用いた「東北の
魅力」・「安心感」訴求

取材

実
施
本
部
（観
光
庁
・経
産
省
）

実施本部機能
の構築

文
科
省

文
科
省

企業間連携による

観光需要喚起

国民のｾｸﾞﾒﾝﾄ別
観光ﾒﾆｭｰ

観光地

夫婦夫婦

家族家族

ｼﾆｱｼﾆｱ

・・・・

ｴﾝﾀｰﾃｲﾒﾝﾄｴﾝﾀｰﾃｲﾒﾝﾄ

東北にゆかりのあ
る著名人のｲﾍﾞﾝﾄ

ｾｸﾞﾒﾝﾄ別の

ﾑｰﾌﾞﾒﾝﾄ

自治体自治体

節電に貢献する観光需要喚起解決策 22解決策 2222

解決策 23解決策 2323 日本の先端技術
の活用

解決策 25解決策 2525

ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ企業
による賛同拡大

解決策 24解決策 2424

賛同の見える化による運動拡大
解決策 26解決策 2626

ﾈｯﾄを活用した

盛り上がりの共有

解決策 28解決策 2828

解決策 27解決策 2727

解決策 29解決策 2929

解決策 210解決策 210210

解決策 211解決策 211211

解決策 212解決策 212212

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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第1章 地震/津波の多い国に生きること

第2章 日本の「現」課題は未解決のままであること

第3章 今、日本経済は危機的状況であること

第4章 復旧・復興に向けて考えるべきこと
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未来の子供たちのために


